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決算特別委員会次第 第１日

平成３０年９月１２日（水）

１．委員長の互選

２．議席の指定

３．副委員長の互選

４．議案上程（議案第６２号及び第６３号）

補足説明、監査委員総括意見、質疑、討論、表決

出席委員（１７人）

１番 中 田 謙 三 ２番 笹 川 圭 光 ３番 畠 山 富 勝

４番 伊 藤 宗 就 ５番 鈴 木 元 章 ６番 佐々木 克 広

７番 船 木 正 博 ８番 佐 藤 巳次郎 ９番 小 松 穂 積

１０番 佐 藤 誠 １１番 中 田 敏 彦 １２番 進 藤 優 子

１３番 船 橋 金 弘 １５番 三 浦 利 通 １６番 安 田 健次郎

１７番 古 仲 清 尚 １８番 吉 田 清 孝

欠席委員（なし）

議会事務局職員出席者

事 務 局 長 畠 山 隆 之

副 事 務 局 長 杉 本 一 也

主 席 主 査 三 浦 大 作

主 査 吉 田 平

説明のため出席した者

市 長 菅 原 広 二 副 市 長 笠 井 潤

教 育 長 栗 森 貢 監査委員（議会選出） 米 谷 勝

監査委員（非常勤） 鈴 木 誠 総務企画部長 船 木 道 晴

市民福祉部長 柏 崎 潤 一 観光文化ｽﾎ゚ ﾂー部長 藤 原 誠
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産業建設部長 佐 藤 透 教 育 次 長 目 黒 雪 子

企画政策課長 八 端 隆 公 総 務 課 長 山 田 政 信

総務課危機管理室長 三 浦 幸 樹 財 政 課 長 田 村 力

税 務 課 長 原 田 徹 税務課債権管理室長 佐 藤 淳

福 祉 課 長 小澤田 一 志 介護サービス課長 平 塚 敦 子

生活環境課長 伊 藤 文 興 健康子育て課長 伊 藤 徹

観 光 課 長 清 水 康 成 男鹿まるごと売込課長 菅 原 章

文化スポーツ課長 鎌 田 栄 農林水産課長 武 田 誠

建 設 課 長 畠 山 喜 美 会 計 管 理 者 菅 原 信 一

学校教育課長 加 藤 和 彦 監査事務局長 鈴 木 健

選管事務局長 （総務課長併任） 農委事務局長 （農林水産課長併任）

○事務局長（畠山隆之君） おはようございます。

間もなく決算特別委員会が開催されますが、委員会条例の規定により、委員長が決

まるまで年長委員が委員長の職務を行うことになっております。本日、佐藤巳次郎委

員が年長委員でありますので、暫時、委員長の職を務めていただきたいと存じます。

佐藤委員、よろしくお願いします。

午前１０時０３分 開 会

○年長委員（佐藤巳次郎君） おはようございます。

これより決算特別委員会を開会いたします。

委員会条例の規定により、委員長が決まるまで、暫時、委員長の職務を行いますの

で、よろしくお願いいたします。

この際、議事の進行上、仮議席を指定いたします。仮議席は、ただいま着席の議席

を指定いたします。

これより本日の議事に入ります。

委員長の互選を議題といたします。

お諮りいたします。互選の方法については、会議規則第１２５条の５項の規定によ

り、指名推選にいたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）
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○年長委員（佐藤巳次郎君） ご異議なしと認めます。よって、互選の方法は指名推選

によることに決しました。

お諮りいたします。指名の方法については、当席において指名することにいたした

いと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○年長委員（佐藤巳次郎君） ご異議なしと認めます。よって、当席において指名する

ことに決しました。

委員長には佐藤誠君を指名いたします。

お諮りいたします。ただいま当席において指名いたしました佐藤誠君を、委員長の

当選人と定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○年長委員（佐藤巳次郎君） ご異議なしと認めます。よって、ただいま指名いたしま

した佐藤誠君が委員長に当選されました。

以上、告知いたします。

委員長交代のため、暫時休憩いたします。

午前１０時０５分 休 憩

○委員長（佐藤誠君） 皆さん、おはようございます。

ただいま決算特別委員長に指名いただきました佐藤誠です。皆様方からご協力いた

だきながら委員長の職務を務めてまいりますので、よろしくお願いいたします。

午前１０時０５分 再 開

○委員長（佐藤誠君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

議事の進行上、議席を指定いたします。議席は、ただいま着席の議席を指定いたし

ます。

次に、副委員長の互選を議題といたします。

お諮りいたします。互選の方法については、会議規則第１２５条第５項の規定によ

り、指名推選にいたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ご異議なしと認めます。よって、互選の方法は指名推選による
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ことに決しました。

お諮りいたします。指名の方法については、当席において指名することにいたした

いと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ご異議なしと認めます。よって、当席において指名することに

決しました。

副委員長には佐々木克広君を指名いたします。

お諮りいたします。ただいま当席において指名いたしました佐々木克広君を、副委

員長の当選人と定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ご異議なしと認めます。よって、ただいま指名いたしました

佐々木克広君が副委員長に当選されました。

以上、告知いたします。

暫時休憩いたします。

午前１０時０７分 休 憩

午前１０時０８分 再 開

○委員長（佐藤誠君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

これより、議案第６２号平成２９年度男鹿市一般会計歳入歳出決算の認定について

及び議案第６３号平成２９年度男鹿市特別会計歳入歳出決算の認定についてを一括し

て議題といたします。

当局の補足説明を求めます。菅原会計管理者

○会計管理者（菅原信一君） おはようございます。

私からは、議案第６２号平成２９年度男鹿市一般会計歳入歳出決算について、補足

説明をさせていただきます。

それでは、恐れ入りますが、男鹿市一般会計歳入歳出決算書、３ページをお願いい

たします。

平成２９年度男鹿市一般会計歳入歳出決算書であります。

まず、歳入でありますが、款ごとの収入済額、不納欠損額、収入未済額と主な内容
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について申し上げます。

１款市税は、収入済額３３億１，６３６万５３２円、不納欠損額２，０７１万６，

４２５円、収入未済額１億４，６８２万８７７円であります。

２款地方譲与税は、収入済額１億７，７９９万１，３３３円、３款利子割交付金は

４２０万３，０００円、４款配当割交付金は５５５万４，０００円、５款株式等譲渡

所得割交付金は５１９万３，０００円、６款地方消費税交付金は５億１，０４２万１，

０００円であります。

次の４ページをお願いいたします。

７款ゴルフ場利用税交付金は６１７万１５０円、８款自動車取得税交付金は３，５

４９万６，０００円、９款国有提供施設等所在市助成交付金は９９７万２，０００円、

１０款地方特例交付金は７８０万５，０００円、１１款地方交付税は６７億５，１５

７万円、１２款交通安全対策特別交付金は２８１万８，０００円、１３款分担金及び

負担金は１，７４３万２３２円で、老人ホーム入所者負担金などであります。収入未

済額は２万９，８５０円で、保育料であります。

次のページです。

１４款使用料及び手数料は、収入済額１億９，８３１万７，６２６円で、保育料、

市営住宅使用料、市単独運行バス使用料などであります。収入未済額は３６１万４，

７３０円で、市営住宅使用料、保育料などであります。

１５款国庫支出金は２１億８，０４２万６，６４８円で、自立支援給付費負担金、

生活保護費負担金、滝川河川改修事業費補助金などであります。

１６款県支出金は１４億２，９５７万９，４８４円で、自立支援給付費負担金、国

民健康保険基盤安定負担金など民生費県負担金、石油貯蔵施設立地対策等交付金など

であります。

１７款財産収入は３，７９６万９，００４円で、市有土地及び建物貸し付け収入、

光ファイバーケーブル貸し付け収入、土地及び流木売払収入などであります。収入未

済額は１，３３２万６，８７７円で、市有土地及び建物貸し付け収入であります。

１８款寄附金は７，４３５万３，１１３円で、なまはげの里男鹿応援寄附金などで

あります。

１９款繰入金は７億１，９８５万５３８円で、財政調整基金繰入金、地域振興基金
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繰入金などであります。

２０款繰越金は２億５４３万６，１４１円で、前年度からの事業費繰越金でありま

す。

次の６ページをお願いいたします。

２１款諸収入は、収入済額４億２，３０７万７，０６０円で、男鹿市中小企業振興

資金預託金、漁業振興資金貸付金、地域総合整備資金貸付金などであります。不納欠

損額１，１２６万３，４６１円、収入未済額は７，８６９万８，２４８円で、公金着

服事件に係る弁償金、生活保護費返還金及び返納金などであります。

２２款市債は１１億８，２１４万５，０００円であります。

歳入合計は、予算現額１７５億３，１００万６，２３１円に対し、調定額は１７５

億７，６５６万２，８６８円、うち収入済額は１７３億２１３万８，８６１円、調定

額に対する収入率は９８．４４パーセントであります。不納欠損額は３，１９７万９，

８８６円、収入未済額は２億４，２４９万５８２円であります。

次のページです。

歳出であります。

款ごとの支出済額及び翌年度繰越額と主な内容について申し上げます。

１款議会費は、支出済額１億８，８２９万９，０１５円。

２款総務費は２１億６，９７８万５，３６１円で、市単独運行バス運行事業、町内

会交付金、庁舎清掃等管理業務などであります。翌年度繰越額は１７万３，０００円

で、光ケーブル支障移転工事費などであります。

３款民生費は５４億３，６３６万３，８７１円で、臨時福祉給付金、障害者自立支

援への介護及び訓練等給付費、保育園指定管理料、生活保護費などであります。

４款衛生費は１４億４，１１３万８，８５７円で、男鹿地区衛生処理一部事務組合

及び八郎湖周辺清掃事務組合負担金、一般廃棄物収集運搬業務委託料、男鹿みなと市

民病院事業会計負担金及び補助金などであります。

次の８ページをお願いいたします。

５款労働費は、支出済額３，２４７万４，０９３円で、サンワーク男鹿トレーニン

グセンター指定管理料、男鹿市シルバー人材センター補助金などであります。

６款農林水産業費は１１億４，３７２万１５０円で、産地パワーアップ事業費補助



- 7 -

金、経営体育成基盤整備事業費負担金、ナラ林等枯損木伐倒業務、漁港施設機能強化

工事などであります。翌年度繰越額は１億５，６８７万１，７５０円で、経営体育成

基盤整備事業費負担金、間伐材有効活用事業費補助金、県営漁業事業費負担金などで

あります。

７款商工費は１３億６，００３万６４３円で、男鹿市中小企業振興資金預託金、温

浴ランドおが並びに夕陽温泉ＷＡＯ及びかんぽの郷コテージ村指定管理料、複合観光

施設建築工事などであります。翌年度繰越額は１，７５９万８，７２０円で、複合観

光施設整備事業、外構工事等事業、複合観光施設道の駅情報提供システム整備工事費

であります。

８款土木費は１５億７，４７０万９，２２９円で、道路補修及び道路改良工事、滝

川河川改修工事、公営住宅建設工事などであります。翌年度繰越額は３，２６６万９，

４８５円で、滝川河川改修事業、社会資本整備総合交付金事業、都市計画基礎調査事

業であります。

９款消防費は８億７，９７６万８，４１６円で、男鹿地区消防一部事務組合負担金、

小型動力ポンプ積載車購入費、全国瞬時警報システムＪアラート更新等工事などであ

ります。

次のページです。

１０款教育費は、支出済額１０億２，０００万５，８６３円で、船越小学校水道管

改修工事、脇本城環境整備業務、日本ジオパーク全国大会負担金、体育施設指定管理

料などであります。

１１款災害復旧費は３，８５４万４，８４８円で、翌年度繰越額は５，１５０万円

で、現年公共施設災害復旧事業であります。

１２款公債費は１７億１，３３６万３，４８９円、１３款諸支出金は４万９，９１

５円であります。

歳出合計は、予算現額１７５億３，１００万６，２３１円に対し、支出済額は１６

９億９，８２５万３，７５０円、執行率は９６．９６パーセントであります。翌年度

繰越額は２億５，８８１万２，９５５円であります。

これにより、収入済額から支出済額を引いた歳入歳出差引残額は３億３８８万５，

１１１円となり、うち基金に１億５，０００万円を繰り入れしたものであります。
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また、公金の横領により１，１８９万７，６８５円の現金が不足となっているもの

であります。

歳入歳出の詳細につきましては、１１ページからの事項別明細書に記載のとおりで

あります。

以上で、平成２９年度男鹿市一般会計歳入歳出決算について補足説明を終わらせて

いただきますが、ご認定賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

続きまして、議案第６３号平成２９年度男鹿市特別会計歳入歳出決算について、補

足説明をさせていただきます。

それでは、恐れ入りますが、男鹿市特別会計歳入歳出決算書、３ページをお願いい

たします。

平成２９年度男鹿市国民健康保険特別会計歳入歳出決算書であります。

まず、歳入であります。

１款国民健康保険税は、収入済額７億３，１７８万１，８６１円、不納欠損額１，

６８９万９，８７０円、収入未済額１億３，７６１万９，９４０円であります。

２款使用料及び手数料は３８万６，９５０円、３款国庫支出金は９億６，０５２万

１，０４３円で、療養給付費負担金、普通及び特別調整交付金などであります。

４款療養給付費交付金は５，７６４万８，９１８円、５款前期高齢者交付金は１２

億９，５５２万２，４３９円、６款県支出金は２億３，８８４万９，１９７円で、高

額医療費共同事業負担金、普通及び特別調整交付金などであります。

７款共同事業交付金は１０億５，５６２万７，７４３円で、保険財政共同安定化事

業交付金などであります。

８款財産収入は１万４，０７８円、９款繰入金は３億９，４０１万９，２５４円で、

一般会計繰入金であります。

次の４ページをお願いいたします。

１０款繰越金は１億２，０５６万６３８円、１１款諸収入は４４３万８，６７９円

であります。

歳入合計は、予算現額４７億７，１６０万７，０００円に対し、調定額は５０億１，

３８６万６，３１０円、うち収入済額は４８億５，９３７万８００円、調定額に対す

る収入率は９６．９２パーセントであります。不納欠損額は１，６８９万９，８７０
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円、収入未済額は１億３，７６１万９，９４０円であります。

次のページです。

歳出であります。

１款総務費は、支出済額７，５３０万１，１７０円、２款保険給付費は２８億８，

２５１万１，５１５円、３款後期高齢者支援金は４億１，２９７万１，７３２円、４

款前期高齢者納付金は１５５万５，５３５円、５款老人保健拠出金は１万７８８円、

６款介護納付金は１億６，２６６万３，３３５円、７款共同事業拠出金は１０億４，

７５０万４，４７６円。

次の６ページをお願いいたします。

８款保健事業費は１，７５０万６，２２９円、一つ飛びまして１０款諸支出金は２，

７４３万６，５４８円であります。

歳出合計は、予算現額４７億７，１６０万７，０００円に対し、支出済額は４６億

２，７４６万１，３２８円、執行率は９６．９８パーセントであります。

これにより、歳入歳出差引残額は２億３，１９０万９，４７２円となり、うち基金

に１億１，６００万円を繰り入れしたものであります。

歳入歳出の詳細につきましては、次の７ページからの事項別明細書に記載のとおり

であります。

恐れ入りますが、ページ数が飛びます。３１ページをお願いいたします。

続きまして、平成２９年度男鹿市診療所特別会計歳入歳出決算書であります。

まず、歳入であります。

１款診療収入は、収入済額７０８万４，９３６円、２款国庫支出金は４１９万６，

０００円で、へき地診療所運営費補助金であります。

３款繰入金は９０５万３，０００円で、一般会計繰入金などであります。

４款繰越金は１３７万７，９８１円、５款諸収入は２万５，９２０円であります。

歳入合計は、予算現額２，３６８万４，０００円に対し、調定額、収入済額ともに

２，１７３万７，８３７円、調定額に対する収入率は１００パーセントであります。

次の３２ページをお願いいたします。

歳出であります。

１款総務費は、支出済額１，９２４万９，１８３円であります。
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歳出合計は、予算現額２，３６８万４，０００円に対し、支出済額は１，９２４万

９，１８３円、執行率は８１．２８パーセントであります。

これにより、歳入歳出差引残額は２４８万８，６５４円となったものであります。

歳入歳出の詳細につきましては、次の３３ページからの事項別明細書に記載のとお

りであります。

ページ数が飛びます。４１ページをお願いいたします。

続きまして、平成２９年度男鹿市介護保険特別会計保険事業勘定歳入歳出決算書で

あります。

まず、歳入であります。

１款保険料は、収入済額８億６，４１８万５，７０５円、不納欠損額３０９万６，

８８０円、収入未済額１，００４万８，８１８円であります。

２款使用料及び手数料は８万９，６２０円、３款国庫支出金は１３億１，６３９万

９，１９９円で、介護給付費負担金、財政調整交付金などであります。

４款支払基金交付金は１３億１，１６０万５，２３５円で、介護給付費交付金など

であります。

５款県支出金は８億４，６５０万５，４２５円で、県からの介護給付費負担金など

であります。

６款財産収入は２万２，０５９円、７款繰入金は７億６，０８７万５，０８４円。

次の４２ページをお願いいたします。

８款繰越金は４，４１１万２，２３１円、一つ飛びまして１０款諸収入は３４万６，

２０８円であります。

歳入合計は、予算現額５１億７，２７４万６，０００円に対し、調定額は５１億５，

６８９万５，２６４円、うち収入済額は５１億４，４１４万７６６円、調定額に対す

る収入率は９９．７５パーセントであります。不納欠損額は３０９万６，８８０円、

収入未済額は１，００４万８，８１８円であります。

次のページです。

歳出であります。

１款総務費は、支出済額１億１，１２３万６，７８１円、２款保険給付費は４５億

８，２５７万７，４６８円、一つ飛びまして４款基金積立金は２万２，０５９円、５
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款地域支援事業費は１億２，９８０万４，４１１円。

次の４４ページをお願いいたします。

６款公債費は９００万円、７款諸支出金は１億９，８４１万４２５円であります。

歳出合計は、予算現額５１億７，２７４万６，０００円に対し、支出済額は５０億

３，１０５万１，１４４円、執行率は９７．２６パーセントであります。

これにより、歳入歳出差引残額は１億１，３０８万９，６２２円となり、うち基金

に５，７００万円を繰り入れしたものであります。

次のページです。

続きまして、平成２９年度男鹿市介護保険特別会計介護サービス事業勘定歳入歳出

決算書であります。

まず、歳入であります。

１款サービス収入は、収入済額４８０万２，２００円であります。

歳入合計は、予算現額５２７万８，０００円に対し、調定額、収入済額ともに４８

０万２，２００円、収入率は１００パーセントであります。

次の４６ページをお願いいたします。

歳出であります。

１款諸支出金は、支出済額４８０万２，２００円で、歳入の全額を保険事業勘定に

繰り出ししたものであります。

歳出合計は、予算現額５２７万８，０００円に対し、支出済額は４８０万２，２０

０円、執行率は９０．９９パーセントであります。

歳入歳出同額のため、差し引き残額はないものであります。

歳入歳出の詳細につきましては、次の４７ページからの事項別明細書に記載のとお

りであります。

ページ数が飛びます。８１ページをお願いいたします。

続きまして、平成２９年度男鹿市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書でありま

す。

まず、歳入であります。

１款後期高齢者医療保険料は、収入済額２億５６１万８，９６０円、不納欠損額１

１万９，２２０円、収入未済額６５万４，９８０円であります。
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２款使用料及び手数料は５万２４０円、３款繰入金は１億４，８２１万６，４９７

円、４款繰越金は３００万３，８８１円、５款諸収入は７３万７，１００円でありま

す。

歳入合計は、予算現額３億５，６４６万３，０００円に対し、調定額は３億５，８

１５万２，９７８円、うち収入済額は３億５，７６２万６，６７８円、調定額に対す

る収入率は９９．８５パーセントであります。不納欠損額は１１万９，２２０円、収

入未済額は６５万４，９８０円であります。

次の８２ページをお願いいたします。

歳出であります。

１款総務費は、支出済額２，０９６万８，６８２円、２款後期高齢者医療広域連合

納付金３億３，４０５万７，０００円、３款諸支出金は７１万６，１００円でありま

す。

歳出合計は、予算現額３億５，６４６万３，０００円に対し、支出済額は３億５，

５７４万１，７８２円、執行率は９９．８０パーセントであります。

これにより、歳入歳出差引残額は１８８万４，８９６円となったものであります。

歳入歳出の詳細につきましては、次の８３ページからの事項別明細書に記載のとお

りであります。

恐れ入りますが、１ページにお戻り願います。

１ページは各会計の歳入歳出総括表であります。

歳入では、一般会計・特別会計の収入済額の合計額は、表の左から４列目で、２７

６億８，９８１万７，１４２円であります。

歳出では、支出済額の合計額は、表の左から３列目で、２７０億３，６５５万９，

３８７円。

歳入歳出差引残額の合計額は、６億５，３２５万７，７５５円となったものであり

ます。

以上で、平成２９年度男鹿市特別会計歳入歳出決算について補足説明を終わらせて

いただきますが、ご認定賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

○委員長（佐藤誠君） 次に、監査委員から決算審査における総括意見を求めます。鈴

木監査委員
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○監査委員（鈴木誠君） おはようございます。

それでは、平成２９年度の男鹿市一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見及び基

金運用状況審査意見並びに財政健全化等審査意見について、ご報告をさせていただき

ます。

はじめに、一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見及び基金運用状況審査意見に

ついてでございます。

お手元に配付しております決算及び基金運用状況審査意見書の１ページをお開き願

います。

審査の対象でございますが、平成２９年度一般会計歳入歳出決算と４特別会計の歳

入歳出決算及び三つの基金の運用状況を審査いたしました。

審査の方法といたしましては、市長から提出されました平成２９年度一般会計・特

別会計歳入歳出決算書等に基づいて、各課局所等から提出されました資料について、

関係職員の説明を聴取し、決算の計数は正確であるか、予算の執行や事業経営が適正

かつ効率的に行われているかといった点に主眼を置いて審査いたしました。また、基

金については、各基金の運用状況報告書の計数を関係書類により照合し、内容の確認

と基金が適正に運用されているかという観点から審査いたしました。

２ページをご覧ください。

審査の結果でございますが、審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細

書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して作成されて

おり、その計数は関係諸帳簿、その他証書類と照合した結果、誤りのないものと認め

られました。また、各予算の執行及び関連する事務処理は、おおむね適正に行われて

いるものと認められました。

審査過程で見受けられた事務手続等において留意すべき点につきましては、審査時

に担当職員に口頭で指導し、または是正の検討を要望しております。定額の資金を運

用する基金は、それぞれの設置目的に沿って運用されており、計数的にも正確である

と認められました。

それでは、審査の概要についてご説明いたします。

３ページをご覧ください。

平成２９年度の一般会計及び特別会計を合わせた決算総額でございますが、予算現
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額２７８億６，０７８万４，０００円に対し、歳入が２７６億８，９８１万７，００

０円、、歳出が２７０億３，６５５万９，０００円で、歳入歳出差引額が６億５，３

２５万８，０００円の黒字となっております。

なお、この歳入歳出差引額には、公金横領による現金不足額１，１８９万７，６８

５円が含まれております。

また、決算総額を前年度と比べると、歳入では１億５，２９６万２，０００円、増

減率で０．６パーセント、歳出では２億９４９万５，０００円、増減率で０．８パー

セント、それぞれ増加し、歳入歳出差引額では５，６５３万３，０００円、増減率で

８．０パーセント減少しております。

４ページをお開き願います。

普通会計における平成２９年度の財政指標でございます。

（１）の実質収支比率は、財政運営の健全性を判断するために用いられる指標で、

おおむね標準財政規模の３パーセントから５パーセント程度が望ましいとされており

ます。本年度は２．６パーセントで、前年度と同率となっております。

（２）の財政力指数は、財政力の強弱を判断するために用いられる指標で、１に近

いほど財政力が強く、財源に余裕があるとされております。本年度は０．３５６で、

前年度より０．００４ポイント低下しております。

（３）の経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するために用いられる指標で、

８０パーセントを超えると財政構造が硬直化傾向にあるとされております。本年度は

９７．８パーセントで、前年度より３．６ポイント上昇しております。

なお、これは主に退職手当負担金の算定方法の変更によりまして、一時的に人件費

が増加したことによるものでございます。

（４）の実質公債費比率の３カ年平均は、公債費による負担の度合いを判断するた

めに用いられる指標で、公営企業の公債費への一般会計繰出金等を含めた実質的な公

債費の標準財政規模に対する比率をあらわしたもので、１８パーセント以上の団体は、

地方債の起債に当たり許可が必要となり、２５パーセント以上の団体は、一定の地方

債の起債が制限されることになります。本年度は１０．７パーセントで、前年度より

０．５ポイント低下しております。

５ページをお開き願います。
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３の市債現在高の状況でございますが、平成２９年度末現在高は、一般会計及び特

別会計を合わせて１５６億７，４５７万１，０００円となっております。前年度末現

在高と比べて４億１，６１７万４，０００円、率にしまして２．６パーセント減少し

ております。

４の基金現在高の状況でございますが、平成２９年度末現在高は、一般会計及び特

別会計を合わせまして２３億４，３２１万１，０００円となっております。前年度末

現在高と比べて７，６５８万円、率で３．２パーセント減少しております。

６ページをご覧ください。

一般会計の概況でございますが、一般会計決算額は、歳入が１７３億２１３万８，

６６１円、歳出が１６９億９，８２５万３，７５０円で、歳入歳出差引額は３億３８

８万５，１１１円となり、このうち翌年度へ繰り越すべき財源２，３２０万５，９５

５円を差し引いた実質収支では、２億８，０６７万９，１５６円となっております。

当年度の決算額を前年度と比べると、歳入は６，４２０万６，２１８円で、０．４

パーセント、歳出は１億３，５７５万７，２４８円で、０．８パーセント、それぞれ

増加しております。

実質収支額２億８，０６７万９，１５６円につきましては、地方自治法第２３３条

の２の規定によりまして、財政調整基金へ１億５，０００万円を繰り入れ、残る１億

３，０６７万９，１５６円から公金横領による現金不足額１，１８９万７，６８５円

を差し引いた１億１，８７８万１，４７１円が翌年度に繰り越されます。

１１ページをお開き願います。

歳入のうち、市税の状況でございます。

市税の収入済額は３３億１，６３６万５３２円で、歳入総額に占める割合は、１０

ページの表の一番上の方に記載しておりますが、１９．２パーセントとなっておりま

す。前年度と比べて８１３万３，８６２円、０．２パーセントの増収となり、収入率

は９５．２パーセントで、前年度より０．６ポイント上昇しております。

市税につきましては、自主財源の根幹をなすものであり、その確保が行財政にとっ

て極めて重要であり、市税の納税の公平性を確保するためにも収入未済額の解消に、

なお一層の努力を望むものであります。

１３ページをお開き願います。
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上の表は、当年度の市税の減免状況でございます。減免の件数は３９６件で、金額

は７４９万６００円となっております。いずれも市税条例に基づいて処理されており

まして、適正なものと認められました。

また、市税の不納欠損処分額は下の表のとおりでございます。事由別では、執行停

止が１３５人で４００万６，６７６円、即時消滅が７６人で５４６万８，３９２円、

時効が４４６人で１，１２４万１，３５７円となり、合計が６５７人で２，０７１万

６，４２５円となっております。いずれも地方税法に基づいて処理されており、適正

なものと認められました。

２８ページをお開き願います。

税外収入未済額の状況でございますが、市税以外の収入未済額は９，５６６万９，

７０５円となっており、前年度と比べて２３９万７，１１６円増加しております。

これら収入未済額の収納整理事務については、常に未納者の実態を把握し、滞納と

ならないよう随時適切な納付指導を行うとともに、必要に応じて所管課と債権管理室

が連携しながら、収入未済額の減少につなげるよう、なお一層の努力を望むものであ

ります。

次に、４５ページをご覧ください。

一般会計から他会計への繰出金等の状況でございますが、主な支出先は、繰出金で

は国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険などで、金額は表に記載のとおりでござ

います。

また、負担金補助金の支出では、男鹿地区消防一部事務組合へ７億３，１１６万６，

０００円、男鹿みなと市民病院へ５億３，４２４万６，０００円、下水道事業へ５億

１，４３１万１，０００円となっており、その他、男鹿地区衛生処理一部事務組合、

八郎湖周辺清掃事務組合などとなっておりまして、金額は表に記載のとおりでござい

ます。

４６ページをご覧ください。

負担金補助及び交付金の状況でございますが、平成２９年度は合計で４７億１，４

９３万９，３９６円となり、前年度と比べて４，２４７万８，０２１円増加しており

ます。補助金につきましては、特定の事業等を行うものに対して交付するものであり

ますが、その交付が公益上の必要がある場合とされておりまして、交付決定に当たっ
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ては、補助目的、補助算定基準が明確であるか、公益上の必要性が十分かなど、常に

点検を行い、その具体性を欠くものについては減額・廃止等を検討するとともに、社

会経済情勢の変化に対応し、必要に応じて補助の終了期限を設定するなど、的確な見

直しを図るよう望むものであります。

４８ページをお開き願います。

指定管理の状況でございますが、１０件で、支出済額は５億７，１８８万４，７０

０円となっております。指定管理者制度による公の施設の管理に当たっては、本来の

目的である民間事業者のノウハウを活用することによって、住民サービスの向上や経

費の節減が図られるよう、必要に応じて定期的な業務実施状況の確認や改善事項の指

示等を行うとともに、指定期間の満了時には指定管理の目的が確実に果たされている

か、十分に検証することを望むものであります。

次に、特別会計の概要についてご説明いたします。

４９ページをご覧いただきたいと思います。

平成２９年度の国民健康保険特別会計の決算額でございますが、歳入決算額は４８

億５，９３７万８００円、歳出決算額は４６億２，７４６万１，３２８円で、歳入歳

出差引額は２億３，１９０万９，４７２円の黒字となっております。当年度の実質収

支額２億３，１９０万９，４７２円につきましては、地方自治法第２３３条の２の規

定により、財政調整基金へ１億１，６００万円を繰り入れ、残る１億１，５９０万９，

４７２円は翌年度に繰り越されます。

５１ページに収入状況を記載しておりますが、保険税は国民健康保険事業運営の根

幹をなすものであり、被保険者間の税負担の公平を確保する観点からも、滞納額の縮

減に特段の努力を望むものであります。

５２ページをご覧ください。

国民健康保険税の減免状況は上の表のとおりでございますが、いずれも国民健康保

険税条例に基づいて処理されており、減免は適正なものと認められました。

また、不納欠損処分につきましては下の表のとおりでございます。いずれも地方税

法に基づいて処理されており、適正なものと認められました。

次に、５５ページをご覧ください。

診療所特別会計の決算状況でございますが、歳入決算額が２，１７３万７，８３７
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円、歳出決算額が１，９２４万９，１８３円で、歳入歳出差引額は２４８万８，６５

４円の黒字となっております。当年度の実質収支２４８万８，６５４円は、全額が翌

年度に繰り越されます。

次に、５８ページをお開き願います。

介護保険特別会計保険事業勘定の決算の概要でございます。歳入決算額は５１億４，

４１４万７６６円、歳出決算額は５０億３，１０５万１，１４４円で、歳入歳出差引

額は１億１，３０８万９，６２２円の黒字となっております。当年度の実質収支１億

１，３０８万９，６２２円につきましては、地方自治法第２３３条の２の規定により、

財政調整基金へ５，７００万円を繰り入れ、残る５，６０８万９，６２２円は翌年度

に繰り越されます。

次に、６０ページをご覧ください。

介護保険料の収入状況でございますが、収入済額のうち、特別徴収分は８億２４万

６，１００円、普通徴収分は現年度分、滞納繰越分を合わせて６，３９３万９，６０

５円で、合計では８億６，４１８万５，７０５円となっております。

不納欠損額は３０９万６，８８０円で、介護保険法に基づいて処理されております。

６４ページをお開き願います。

介護保険特別会計介護サービス事業勘定でございますが、これは居宅介護支援事業

等の運営に係る勘定科目でございます。

決算の概要でございますが、歳入決算額は４８０万２，２００円で、歳出決算額も

同額となっております。

６６ページをご覧ください。

後期高齢者医療特別会計の決算の概要でございますが、歳入決算額は３億５，７６

２万６，６７８円で、歳出決算額は３億５，５７４万１，７８２円となり、歳入歳出

差引額は１８８万４，８９６円の黒字となっております。当年度の実質収支１８８万

４，８９６円は、全額が翌年度に繰り越されます。

７１ページをお開き願います。

財産に関する調書のうち、一般会計の（４）の基金でございますが、八つの積立基

金の平成２９年度末現在高の合計は２０億１，７４５万５，０００円で、前年度末と

比べ１億９，９１６万８，０００円減少しております。このうち、財政調整基金は４，
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６４２万円、地域振興基金は２億１，７７５万４，０００円、それぞれ減少しており、

過疎地域自立促進基金は６，５００万円増加しております。

次に、７３ページをご覧ください。

平成２９年度基金運用状況審査意見でございます。

地方自治法第２４１条第５項の規定による、定額の基金を運用するための基金運用

状況を審査した結果、各基金運用状況報告書の計数は正確であり、適正なものと認め

られました。

次に、最後の７６ページをお開き願います。

むすびでございますが、朗読をさせていただきます。

平成２９年度一般会計・特別会計歳入歳出決算審査の概要は、次のとおりである。

本年度の一般会計及び４特別会計を合わせた決算総額は、歳入が２７６億８，９８

１万７，０００円、歳出が２７０億３，６５５万９，０００円となり、実質収支は一

般会計が２億８，０６７万９，０００円、特別会計が３億４，９３７万３，０００円

で、総額が６億３，００５万２，０００円となった。

また、一般会計及び特別会計を合わせた平成２９年度末市債残高は１５６億７，４

５７万１，０００円、基金残高は２３億４，３２１万１，０００円となっている。

一般会計決算の特徴として、歳入において前年度より増加した主なものは、県支出

金が３億４８４万５，０００円、繰入金が２億２，５００万２，０００円、寄附金が

２，５８８万４，０００円などで、減少した主なものは、国庫支出金が１億９，８０

９万６，０００円、市債が１億５，０２９万円、地方交付税が９，１６５万１，００

０円などとなっており、総額では、前年度と比べて６，４２０万６，０００円増加し

た。

また、歳出において増加した主なものとして、商工費が８億３０３万５，０００円、

総務費が３億７，７３０万６，０００円、農林水産業費が２億２０９万９，０００円

などで、減少した主なものは、教育費が５億２，０４１万６，０００円、民生費が２

億１，９７１万２，０００円、土木費が２億３１５万９，０００円などとなっており、

総額では、前年度より１億３，５７５万７，０００円増加している。

普通会計における財政指標の状況を見ると、実質公債費比率は１０．７パーセント

となり、前年度と比べてわずかながら改善が見られるものの、財政構造の弾力性を判
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断する経常収支比率は９７．８パーセントとなり、依然として財政構造の硬直化が懸

念される状況にある。

本市においては、高齢化の一層の進行や人口の大幅な減少が見込まれる中、地域経

済の低迷が続き、雇用環境の改善も進まないことなどから、自主財源の根幹をなす市

税等の伸びを期待することは極めて難しい。加えて、今後、社会保障経費や老朽化し

た公共施設等の修繕・更新に要する経費等の自然増が避けられないことから、一層厳

しい行財政運営を強いられるものと思われる。

市では、こうした状況に対応し、地域特性を踏まえたまちづくりの推進を支える最

適な行政サービスを実現するため、平成３０年２月に第４次行政改革大綱を策定し、

行政運営の質の向上や財政の健全化の確保等の具体的な取り組みを進めることにして

いる。また、公共施設等については、平成２９年度からスタートした公共施設等総合

管理計画に基づき、個別施設計画を策定しながら、長寿命化と財政負担の平準化や

トータルコストの低減等を図ることとしている。

一方、本年７月には、複合観光施設オガーレがオープンしたことから、観光や農業、

水産業等の地域産業の新たな展開と、地域の活性化への波及効果が期待されるほか、

移住・定住の促進や交流人口の拡大、町中の賑わいづくりに向けた取り組みなども進

みつつある。

これらの取り組みをより効率的・効果的に進め、総合計画に掲げた本市のあるべき

姿の実現につなげていくためには、市職員一人一人が厳しい行財政環境を自覚すると

ともに、危機感を共有し、自ら率先して行動していくことが必要である。また、市民

に対して、市が置かれている現状を理解してもらうための説明責任を十分に果たしな

がら、オール男鹿体制での協働をさまざまな分野に広げるとともに、発展の可能性を

もった市民の意欲的な取り組みに対して、重点的に支援していくことが重要である。

今後とも、多様化する市民のニーズに柔軟にこたえつつ、最小の経費で最大の効果

をあげることができるよう、健全な行財政運営の徹底に努めるとともに、これまでの

閉塞感から抜け出し、市政の発展を切り開くことができるよう、積極果敢に施策・事

業を展開されるよう期待したい。

以上でございます。

次に、男鹿市財政健全化等審査意見書の１ページをお開き願います。
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審査の対象でございますが、平成２９年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実

質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審

査いたしました。

審査の結果でございますが、１つ目の実質赤字比率につきましては、早期健全化基

準比率は１３．２７パーセントとなっておりますが、一般会計との実質収支が黒字で

あるため、比率は生じておりません。

２つ目の連結実質赤字比率につきましては、男鹿市の全会計を対象とした実質赤字

額または資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、早期健全化基準比率は１８．

２７パーセントとなっておりますが、連結実質収支が黒字であるため、比率は生じて

おりません。

３つ目の実質公債費比率につきましては、一般会計等が負担する元利償還金などを

含めた実質的な公債費の標準財政規模に対する割合の３カ年平均値を指標化し、市の

実質的な借金返済の負担の重さをあらわす比率で、平成２９年度決算では、早期健全

化基準比率２５パーセントに対し、１０．７パーセントとなっており、前年度決算と

比べて０．５ポイント低下しております。

４つ目の将来負担比率につきましては、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債

の標準財政規模に対する比率で、これらの負債が将来、財政を圧迫する可能性が高い

かどうかを示す指標であります。平成２９年度決算では、早期健全化基準比率３５０

パーセントに対し、１０５．７パーセントとなり、前年度決算と比べて１１．３ポ

イント低下しております。

これらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されている

と認められました。

以上、平成２９年度男鹿市一般会計・特別会計の決算及び基金運用状況並びに財政

健全化に係る審査意見を述べさせていただきました。どうかよろしくお願いいたしま

す。

○委員長（佐藤誠君） 以上で、補足説明及び監査委員からの総括意見が終わりました。

質疑につきましては、慣例により、はじめに一般会計についての質疑を行い、一般

会計の質疑が終了してから特別会計の質疑に入りたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。
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これより一般会計についての質疑に入ります。

質疑の通告がありますので、発言を許します。

８番佐藤巳次郎君の発言を許します。８番佐藤巳次郎君

○８番（佐藤巳次郎君） それでは、私から最初ですが、決算について質問させていた

だきます。私は、中小企業振興資金融資あっせん制度にかかわっての男鹿市で金融機

関に預託をしております２億７，２００万円にかかわっての、その預託金の必要性な

どについて、ひとつお聞かせ願いたいなと思います。

この中小企業振興資金融資あっせん制度というのは、いわゆる商売をやってる方々

が金融機関から借り入れするという、言ってみれば、簡単に一般的にはマル男制度と

言われているものでございます。で、市の方では、この制度で２億７，２００万円の

資金を金融機関に預託金として預けて、それでまあ金融機関で融資をすると。これは、

信用保証協会が保証する制度になって、保証料も市で全額、約１，０００万ほどです

けど払っておるという状況であります。それで、まあ簡単に後で、この融資制度の概

要について後でお答え願いたいなと思います。

決算書を見ますと、ページ数にすれば３５ページですが、貸付金元利収入というこ

とでの中で、男鹿市中小企業振興資金預託金として２億７，２００万円が貸付金元利

収入というところで載っておりますが、この２億７，２００万円、多分金融機関に定

期預金をしていると思うんですけれども、どこの金融機関にどのぐらいに預託金とし

てやってるのか。その預託金が定期預金だとすれば利息もあるわけで、どういうふう

になっているのか、そこら辺をひとつお聞かせ願いたいと思います。

この決算書を見ますと、３５ページに元金と利子ということがあって、ほかのいろ

いろの貸付金、この市で預託している２億７，２００万円のほかにいろいろな貸付金

として書かれて、中身は書いております。で、利子が９万９，０００円の予算で、調

定額とか収入済額等いろいろ書いておりますが、備考欄に男鹿市中小企業振興資金預

託金２万６，８９９円ですか、ということ書いてますが、この額は利子にということ

ですが、預託金の利子はこの程度の額ではないはずですが、何でこの額に決算書に書

かれているのか。定期、２億７，２００万円の定期預金だとかなりの、５０万円台の

利息になるんじゃないかと思いますが、この決算書の書き方が問題ないのかどうなの

か、ひとつお聞かせ願いたいと。
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それと、この原資としている２億７，２００万円は、定期預金だとすれば、私から

すれば決算上、決算に有価証券の中身として２億７，２００万円というものが出るの

が普通じゃないのかなと思いますが、まあ有価証券等いろいろこの決算書を見てもな

いと。この定期預金を現金扱いしてるという感じで私はとらえておりますが、果たし

てそういう決算の手法でいいのかどうかだすな、わかりませんので、ひとつお聞かせ

願いたいなと思います。

それで、この融資制度は、先ほど述べましたように、あくまで男鹿市は２億７，２

００万円を市民、借り入れ者に市の方で貸すということではないわけで、これは貸す

のは金融機関で、保証するのが保証協会ということだわけですな。で、そういうこと

で、この・・・この預託金２億７，２００万円にしたのはどういうその原因っていう

か、まあ半端ってば半端の額になっていますが、３億なら３億でなくて２億７，２０

０万円ということになっているのか。そこら辺わかっていたらお聞かせ願いたいと。

で、この制度は平成１７年度からできてるということのようですが、いろいろこの

間改正された内容もあるとは思いますが、いずれかなり前からこの制度が出てるとい

うことなので。

それで、現在、このマル男制度を利用している方々が現在どのぐらいいて、保証の、

市の方の融資の残高っていうか、そういうものもしわかっていると思いますので、お

聞かせ願いたいと思います。

それと、この２億７，２００万円、まあ仮にこの融資制度を利用して、商売してる

人が払えないといった場合に、だれがその分を払うかと。まあ保証協会と金融機関だ

と思いますが、市の方では、この２億７，２００万円から引かれるということがあり

得るのかどうなのか。ないとは思いますけど。そこら辺についてお聞かせ願いたいと

思います。

まず最初に、ひとつお答え願います。

○委員長（佐藤誠君） 菅原男鹿まるごと売込課長

○男鹿まるごと売込課長（菅原章君） では、お答えいたします。

まずですね、まず男鹿市中小企業振興資金融資あっせん事業、こちらの概要につい

てでございますけれども、こちらは、男鹿市の中小企業者の経営のために必要な資金

の融資をあっせんすることを目的とするということで、昭和４３年に同制度の融資規
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定を設置したものでございます。こちらは、現在、中小企業振興資金制度と小規模企

業振興資金保証制度、それから創業資金保証制度、この３本となっております。

で、預託をしている先のことでございますけれども、現在、金融機関７支店に対し

て合計で２億７，２００万円ということで、定期預金としております。これは、毎年

年度当初に預託し、年度当初の４月１日に預託し、年度末の３月３１日に一括で返済

という形をとっております。そういう形で預託しております。

そして、そうですね、それで、利率、利息の件ですけれども、こちら平成２９年度

実績でいきますと、利率が年利率で０．０１パーセントで行っております。で、２億

７，２００万円のところの０．０１パーセントという利息でございましたので、２万

６，８９９円ということになっております。

あと、現在の利用者数等についてでございますけれども、平成２９年度末の中小企

業振興資金のところでございますと、保証残高といたしましては１２８件で８億５，

２６９万１，０００円の残額となっております。そしてマル男、小口零細小規模企業

の振興の方ですけれども、こちらの方が２９年度末で８６件で１億７，６２８万１，

０００円の残高となっております。で、創業支援につきましては、昨年度から始まり、

２９年度から始まったものですけれども、こちらは今のところ実績がございません。

で、これが払えなくなった場合の保証の問題ということですけれども、こちらが市

で、市ではこの預託しているこれを取り崩すとか、そういうことはございません。こ

ちらは預託している５倍のところ、１３億６，０００万円が上限となりまして、その

額を限度として貸付するという制度でございますので、これをその保証に充てるとい

うことはございません。

以上でございます。

○委員長（佐藤誠君） さらに再質疑ありませんか。

○８番（佐藤巳次郎君） このあれですか、この決算書の３５ページの預託金の２万６，

８９９円の利子というのは、これはどういうあれですか。さっき聞いてあったんだけ

ど、答えがないんですけど。

○委員長（佐藤誠君） 答えてある。

○８番（佐藤巳次郎君） ああ、ああ、０．０１パーセント。

○委員長（佐藤誠君） ええ。
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○８番（佐藤巳次郎君） ああ、ああ。はい、はい。ああ、すみません。

で、定期預金にしておいて、０．０１パーセントという金利はないはずです。何で

そう安いのか。定期預金の利率というのは、１年定期だと思うんすよ。４月１日から

翌年まで。それが０．０１パーセントの金利っていうのは、どういう、何でそうなの

か。男鹿市だけそんなに低利な金額で預託するのかどうかですよ。非常にそのあたり

もわかりません。ちゃんとやはり定期預金として預けている以上、決まっている金利

があるわけなんで、それでやるのが、それはどこで決めているのかだすよ。市の方で

０．０１でいいと。へば、ただでまず、言ってみれば、ただで金融機関さ２億７，２

００万円という、市で今大変な財政が困ってる中でだすよ、定期預金をおいてるのか

と。で、私はこの融資制度もいろいろ調べてみますと、実際、借り入れ者が仮に返せ

なくなっても、男鹿市預託金からとるという制度にはなってないと。これはあくまで

も本人の、会社であれば保証もしなけりゃ、保証人もつけなけりゃいけないというこ

とにもなっていますし、納めれなければ保証協会がそれを負うと、債務を負うという

ことになっているわけだすな。ですから、実際は本当に２億７，２００万円の必要性

だすな。私は、金融機関と保証協会と相談して、やはり額を減らすなり、それから、

預託金の５倍といわなくたって１０倍にしたっていいんでねえがと、そういうことで

市のこの実際上その使わない２億７，２００万円をよ、もっともっとやっぱり有効に

使う道があるんじゃないかと。そういう意味で、金融機関等でやっぱり相談すると。

もっと市の預託金を少なくするという方法を選んで、市の財政にこたえていくという

ことがあっていいじゃないかなということなんです。そういうことで、今０．０１の

利率だというのを聞いて、非常にびっくりしました。あり得ない話じゃないかなと。

それで、今その２億７，２００万円の必要性についてよ、そのあたりどう考えてい

るのか。もっとやっぱりこの制度を見直しして、金融機関と、それから信用保証協会

等と相談して、もっと市の持ち出しが少なくするということはできていくんじゃない

かという気がしますが、そこら辺をひとつもう一度お聞かせ願いたいなと。

それで、今までこのマル男制度、３件の融資制度あるわけですが、差し押さえ等と

かいろいろあって保証協会で負担したとか、そういうケースというのは何件ぐらいあ

るものなのか、ひとつお聞かせ願いたいなと思います。

それから、この融資制度は、この１つはマル男制度の中で保証料が１．９パーセン
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ト以内と。で、これは全額市が出すと。で、貸付金利が年率１．７５パーセント以内

と。それからもう一つの方の融資制度は、まあこれ２つとも限度が１，５００万円以

内の貸付になって、１０年以内と保証期間が、そうなっていますが、もう一つの方が

保証料が２．２パーセント、これも全額市が補給と。で、貸付金利が１．５５パー

セントということで、今の低金利時代では、逆に言えば高すぎるんじゃないかと、保

証料もだすよ。当時、これがいつ改正されて今現在なってるのかわかりませんけれど

も、私は初めから仮にそうなってらんだとせば、かなり以前はかなり金利が高い時代

だわけですな。今日は非常に低金利の時代という中で、それをずっと今日まで来てる

とすればだすよ、やはりこれは見直すべきだと、負担を軽減するということが私は必

要じゃないかという気がするわけですな。そのあたりはどう考えておられるのか。

それと、さっき一番最初に話をしましたが、この２億７，２００万円の定期預金が、

まあ貸付金になってるわけですな。だけれども、貸付金ではないわけだ。決算上は貸

付金の原資なってると。何も中身は貸付でない、預託だと。これは決算上、こういう

手法で決算措置していいのかどうなのか。

そして私からすれば、これはあくまでも定期預金として書き換えして、毎年毎年同

じ額を措置してるわけで、有証証券じゃないかと。決算上載る数字じゃないかと思い

ます。そこら辺についてもお聞かせ願いたいと。

私は、これによって、見直しすることによって、１億円やそこらは市の財源として

使えるんじゃないかと思います。で、今５倍、５倍の限度になって、預託金の５倍に

なっていますが、先ほども答弁ありましたが、現在でも２つの制度合わせて１０億

ちょっと、１０億程度の保証残高になっております。限度は１３億６，０００万円の

融資が可能で、３億６，０００、３億数千万円がまだ余裕あると。そういう中からも、

この預託金の額が多いということにもなるし、私はやはり今の時代ではこの原資を少

なくして、融資５倍以内ということでない、もっと高くしてやれば財源が浮くという

ことになるんで、そこら辺について、この後金融機関で話し合い、市も入れて相談し

てもらいたいと。

で、まあ金融機関には、言ってみれば市の税収すべて、まあ市の銀行は秋田銀行で

すけれども、他の金融機関であっても非常にまあ、市で非常にまあいい結果が経営上、

金融機関が特するということが非常に私はあると思っていますので、そういう点から
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も、金融機関とは強い姿勢で臨んで頑張っていただきたいなと思っていますが、そこ

ら辺はいかがでしょうか。

○委員長（佐藤誠君） 菅原男鹿まるごと売込課長

○男鹿まるごと売込課長（菅原章君） まず、利率の０．０１パーセントが低いのでは

ということですが、こちら、この２億７，２００万を預託している、預託したことに

よって、こちらの５倍までの、このそれぞれの貸付金利の条件の貸付を行っていただ

くということにしておるものでして、こちらの通常の定期預金というのとはちょっと

性格が違うものと認識しております。

で、これまでの差し押さえ等、そういった状況がっていうことですが、そちらは申

しわけございませんが、ちょっとこちらでは今のところ資料持ち合わせておりません。

それから、貸付の金利が高いのではということでございますが、こちらにつきまし

ても、まあ確かに通常の金利の方も大分変わってはきておりますが、こちらの方は状

況を調査したいと思います。

それから、金融機関との協議ということで、こちらのそうですね、利率のこと、こ

ういったことについても、ちょっとこうこちらとしても検討してまいりたいと思いま

す。

ただ、こういうことで市内の業者のこちら支援策として行ってることでございます

ので、この制度、年々融資額自体は増加の傾向にございます。今後も急激な景気の変

化、悪化等、そういったことも考えられますので、市内中小企業者の経営安定化と活

性化のために十分な融資額を準備しておく必要があると考えておりますので、こちら

の額については適正かと考えております。

以上でございます。

○委員長（佐藤誠君） さらに質疑ありませんか。８番佐藤巳次郎君

○８番（佐藤巳次郎君） 非常にまだ私は、金融機関等々の協議をして、この融資制度

のやはり見直しが必要と思っておりますので、そこら辺、市長あたり何と考えてる

もんだかなと。やはり私は、できるだけ市の財源の持ち出しを少なくすると。それで

も私は十分、この融資あっせん制度を、私は弱めるものでなくて、必要である、どん

どん借り入れが余計だばそれは預託金も余計なるんですけど、今までも同じ額でずっ

とやってきてるわけで、私は変える必要もないじゃないかなとは思います。
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それと、この融資あっせん制度、この３つあるということですが、ありますが、ま

あ２つはわかりますが、３つ目の去年からつくったという中小企業創業資金、マル男

創業というやつですが、これが実績がゼロだと。これはなぜゼロなのか。必要でこの

融資制度をつくったのに、これに該当する業者がいないのかどうなのか。この、残り

のこの２つのマル男制度の最初からやってるこの制度、この中にも創業も含むという

ことなってるわけですな。ですから、３番目につくったのは創業のための融資制度で

あるわけで、この３つとも皆創業も融資対象ということですので、この新しく去年か

らつくったのは必要はないという結果だと思うわけで、何で去年、こういう制度をつ

くったのかなと、そこのあたりも含めてお聞かせ願いたいなと思います。

○委員長（佐藤誠君） 菅原男鹿まるごと売込課長

○男鹿まるごと売込課長（菅原章君） 創業の支援のところ、創業資金のところですけ

れども、こちら、中小企業の振興支援と小規模企業の振興支援には、１年以上、市内

で事業を営んでいるという条件がございます。このために、今後、新規の起業者をよ

り呼び込む、そういった意味合いも込めまして、こちらを創設したものでございます。

○８番（佐藤巳次郎君） そうすれば、今までやってるのも創業のあるあんだすべ。１

年以上なってねあんだすか。

○男鹿まるごと売込課長（菅原章君） これまでの中小企業振興資金と小規模企業の資

金には、対象となる方が原則として男鹿市において１年以上、事業を営んでおり、市

税の納付を怠っていないものという条件がございます。それがありますので、新規で

創業、起業するといった方を支援するということでございます。

○８番（佐藤巳次郎君） ３回で終わりなんだっけか。

○委員長（佐藤誠君） ３回で終わり。

藤原観光文化スポーツ部長

○観光文化スポーツ部長（藤原誠君） 私の方からは、マル男の融資制度、その今後の

展開についてお答えいたしたいと思います。

やはり現状、借り入れの部分については１０億というふうになっておりますけれど

も、この後、なかなか直接銀行から支援を受けられないというようなもののために、

市といたしましては預託をして融資を行っているものでありますので、その枠を狭め

るということは、新たな創業、それから新たな事業展開に、やはり市内経済の活性化
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にはつながらないというものでありますので、今後事業を促進するためにも、この制

度を維持していきたいというものであります。

保証料につきましては、上限を定めておりますので、「以内」という形になってお

りますので、そこのところは年々、毎年の運用の中で銀行と協議しながら決めていく

ものと考えておるところでございます。

以上であります。

○８番（佐藤巳次郎君） 私、狭めれって言ってねあんだで。狭めれって一言もしゃ

べってねえや。

○観光文化スポーツ部長（藤原誠君） いや、だから、すいません。

○委員長（佐藤誠君） はい。

○観光文化スポーツ部長（藤原誠君） 市といたしましても、このまま枠を確保して、

市内の中小企業の振興につなげていきたいというふうに考えているところでございま

す。

○委員長（佐藤誠君） 質問の趣旨がちょっと違ってて、多分、いいですか。

（「委員長が認めれば、またやってもいいあんだ。委員長の裁量権だ。」と

言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ちょっとその、いわゆるその融資の、この中小企業の創業資金

のやつが必要なのかどうか、必要ないんじゃないかということを聞いていると思うん

ですけど、その点に対して答えが。あった。

いやいや、そうじゃなくて、すいません。ちょっと暫時休憩します。

午前１１時４３分 休 憩

午前１１時４６分 再 開

○委員長（佐藤誠君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

８番佐藤巳次郎君の質疑を終結いたします。

以上で、通告により質疑は終了いたしました。

ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） それでは、質疑なしと認めます。よって、一般会計に係る質疑
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を終結いたします。

次に、特別会計に係る質疑に入ります。

質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

１６番安田健次郎君の発言を許します。１６番

○１６番（安田健次郎君） 一般会計が質問ないということで、ちょっと本当は関連も

あったんだけども失敗しちゃった。いわゆるこの基金の問題でいけばね、まあ余談な

るわけだけれども、ちょっとずれて、委員長がだめだったら注意してください。

例えば農業振興資金とかね、漁業振興資金、ほとんど活用されてない。で、この使

用規定もね、基金関係の洗いざらしね考えた場合、今、佐藤巳次郎委員が質問した振

興会の商工振興資金の質問したんだけど、その点もね、これからやっぱり考えていか

なきゃならないのかなということで、こう半分手挙がりかかったんだけれども、まあ

やめようっていうことなったんだけどね。まあこれは、まあ余談です。

で、私は通告ちょっとね、最初まあこれも私の早とちりっていうか、決算は細部に

わたって聞くによかったんだなと思ったんだけども、大局的なことで通告したんです

けども、介護保険の制度についてっていう通告です。

で、これ一般質問でもしたんだけれども、決算上、ずっと予算上っていうか、こう

平成、まあ２５年ころから、国保会計が５０億をずっと去年まで、２８年までか、で、

介護保険が４６億台、平成２５年、２６年ってのは４５、６、７億ぐらいなんですね。

で、去年から逆転したわけですよね。で、特別去年から、まあ国保会計が県の関係で

合併したわけだから変わったとこもあるわけだけども、いずれにしても、何ていう、

総体的な額がね、がくんと逆転しちゃったと。今までは国保会計が５０何億の予算で、

いわゆる払いたくとも払い切れない現象が出てきた。で、滞納、不納欠損が国保を中

心にしてずっと続いてきたわけですね。それが今度逆転して、今度は介護が５３億

なって、国保が４９億台に下がったわけですね。そういう点では、少しはまあ税の関

係からいけば下がるのかなと思うんだけども、この介護保険のこの今制度っていう通

告からいくとね、１つは、ずるずるずるずる、これ５３億、５５億、６０億という上

がるっていう予想なんですよね。厚生省が認めてるんです。なぜそれをやってるかっ

ていうのは一般質問でも言ったように、国の負担割合が介護の場合は２５パーセント

でしょう。国保は４０、今、最初は５０パーセントであったものが今３７パーセント
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ぐらいになってる。で、この国の負担比率を少なくするために、これも大変なわけだ

からね、社会保障給付費が多いっていうことで。そういう点で、この介護に全部シス

テムをシフトしていくということなんですよ。ですから、今の決算の報告書にあった

ように、介護保険は天引きされるわけだから９９パーセントの収納率です。不納欠損

されてるのは普通徴収だけですよね。ごくわずかな、年金のもらってない方々、もし

くは普通納付してる方々だけ不納になってるんですよ。未納になってるんです。で、

健康保険税っていうのは、そういう天引きじゃないわけですから、依然として不納欠

損がふえてると。この現象をなくするために介護保険の関係になってくる。ただ、私

そこのシステム云々っていうわけじゃなくて、それで、いわゆるその介護保険の引き

下げと利用料のね援助をしていかないと、天井知らずになって破綻するんではない

かっていう不安があるんですよね。で、その破綻しないためには何が今求められてい

くかというと、いわゆる総合事業に移行してくる。地域包括支援センターやって、地

域総合システムに移行してきた。国がやるべき介護、要介護とかそういう手立てを全

部、今市町村に預けてきてると。そういう形になってくるわけでね、そうなると、ひ

とつ聞きたいのは、現場でこの介護保険にかかわる方々の任務は過重にならないかっ

ていう心配なんですね。じゃ、人をふやしていくかっていうと、行革で人はふやせな

い。じゃ、その分、国で援助してくれるかって、３年前に少しわずか何パーセントか

引き上げるっていうことで手立てをした。しかし、その後あと全然そのまま。で、介

護士にかかわる方々が、まあ雀の涙ほどの援助よりなかったわけですね。ですから、

非常に現場ではこれから難儀が強いられると。仕事の量がふえてる。でも、それに

伴って人員をふやせるかという点で、この制度の存続のためにはどういう手立てを考

えてるのか。ここまずひとつ聞きたいと思いますね。

で、もう一つは、そういう点では介護の今の、この間の一般質問の続きみたいに

なっちゃうわけだけれども、どうしてもやっぱり市長がよく言う理由にね、介護保険

制度を何ていうか、順調に推進するための手立てとして引き下げも、支援料も考えて

ないという答えでしたよね。で、確かにそれはそれです。で、じゃあ、保険料の減免

なり、そういう手立て、保険料、今度いくらか減免あったようだけれども、これの取

り組みも非常に私は不足だと思う。ですから、今の制度の中でかかわるそういう引き

下げとか利用料への援助、これは当然やっぱりやっていかないと、いろんな形での不
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納欠損なり未納額の方がふえてくる可能性があると。で、年金から引くからいいやっ

ていうことでない現象が起きてくる可能性。これ切りかえするっていう方々出てくる

と思うんですね、普通徴収に。だからそういう点では、もう少しこの今２つ目のね、

利用料の引き下げとか、あっ、利用料の援助だとか介護保険料の引き下げ対策は、私

は検討すべきだと思うんだけども、これはまあ市長の判断だろうと思うんですけども、

この点をまず聞いておきたいと思います。

それから、２つ目、大きいタイトルで国保問題についてちょっと聞きたいと思いま

す。

国保のことしの重要な方針の中には、健康行政がほとんど載ってません。敬老会の

独立の形をとって職員の数を減らすという。もう一つは何だっけ。２つあったんだけ

どもね、重点課題で。で、もう一つは健康増進じゃなかったはずなんだけど、２つ目

の主な重点施策をことし６月に私方に提示しましたよね。で、一方市長は、ポイント

制度で健康第一の男鹿市をつくるんだっていうことで、あちこちで説明してるわけだ

けれども、しかし、重点、まあ国保の重点施策だとすると、健康推進が一番先に来な

けりゃならないのに、重点施策、重点項目として敬老会の祝金、敬老会の何ていう、

ほかさ委託と。２つ目がちょっと今資料、ちょっと待って、あったはずなんだけれど

もね。ああ、いずれちょっと中身忘れたんだけれども、そういうことだったようであ

ります。歯科健診と第三者行為被害にかかわる求償事務の組織強化と、こういう、

あっ、んでねえ、これ介護。認知症、２つ目が認知症ですね。この対策の推進ってい

うことであるようです。ああ、ちょっとこんがらがったな。敬老会と障害者計画の策

定だ。障害者計画が、まあ国の方針が変わってきたわけだけども、まあいい、ちょっ

と今質問の仕方悪いんだけども、要は、健康推進が市長がアドバルーン上げてるん

だったら、そこに対する対応方が重点施策として出てこなきゃならない。

で、聞きたいのは、去年の健診率がどの程度なのか。決算っていうのは去年１年間

のすべての事業、取り組みに対して、どういう評価をして来年度に生かすかっていう

のが決算審査のかなめですよね。そういう点では、健康推進のためにポイント制度を

やったり、男鹿市があげてやるんだったらね、この推進体制、健康健診率の体制とか

ね、そういう取り組み、うんとやっぱり重視していかなきゃならないと思うんだけれ

ども、どうもそこら辺はちょっと市長の方針が行き届かないんではないかなと。果た
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して、健康な市民生活営んでもらって国保税を引き下げるというのに当てはまらない

ような感じの決算の内容な感じで、どういう総括をして、これから決算の政策上、３

０年度に生かしていくのか。もう３０年度も半分近くいくわけだけれどもね、まあ今

後でもいいです。その点について聞かせていただければなというふうに思います。

それから、ついで、ついでっていうか、ちょっと細かいのを通告しなかったんで悪

いんだけども、いろんな、ちょっと待って。まあ資料不足で、まあとりあえずそうい

うことです。

○委員長（佐藤誠君） 審査の途中ではありますが、答弁保留のまま午後１時まで休憩

いたします。

午前１１時５７分 休 憩

午後 １時００分 再 開

○委員長（佐藤誠君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

当局の答弁を求めます。平塚介護サービス課長

○介護サービス課長（平塚敦子君） 私の方からは、軽度者に対するサービスが総合事

業へ移行することによる事業者への負担についてであります。

現在、保険給付によるホームヘルプサービス、デイサービスを提供している事業者

については、居宅サービス事業者の指定と合わせて総合事業の指定、事業者の指定も

受けております。

利用定員につきましては、各事業者において運営規定により定められておりまして、

各事業所では、この利用定員に応じた人員基準を満たした上で、保険給付のサービス

と総合事業のサービスを一体的に提供しているものであります。

また、市内のデイサービスの方ですけれども、直近で６月の利用状況の方を介護

サービス課の方で調査しておりますが、６月の延べ定員に対する延べの利用者数とい

うところで、稼働率で見ますと６割程度となっております。このことから、現在の人

員体制でも、今後利用者の受け入れは引き続き可能な状況であると考えております。

ご質問の２点目ですけれども、介護保険料の引き下げ及び利用料への援助について

であります。

介護保険料につきましては、第７期におきましても引き続き県内の中で高い保険料
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の算定となっております。市といたしましては、即効性はまあないかもしれませんが、

一つ一つ介護予防運動、まあ教室等を充実させ、また、地域で支える体制づくりとい

うところを重点的に今後も取り組んでまいりたいと思っております。

また、利用料への援助につきましては、高額介護サービス費や高額医療合算介護

サービス費など、所得に応じて定められている自己負担限度額を超えた場合は利用料

が払い戻される制度はありますけれども、市独自で軽減するということは考えていな

いものであります。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 伊藤健康子育て課長

○健康子育て課長（伊藤徹君） 私からは、健診の受診率につきましてお答えいたしま

す。

平成２９年度の特定健診の受診率でございますけれども、対象者が６，１８９人、

このうち受診された方は１，５１９人、受診率が２４．５パーセントとなっておりま

す。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 再質疑ありませんか。１６番

○１６番（安田健次郎君） 介護保険の現場の方々はね、まあ私から見ると、まあ涙ぐ

ましいっていう言葉が当てはまることは、福祉課のね現状に取り組んでる姿勢ってい

うのはね、大変なんですよ。わかるんです。もういろんな今階層、まあ、よく市長に

質問してるとき、乖離があるんじゃないか。で、私方が相談受けるとね、非常に弱者

の方が多いわけですよ。この方々に対する支援っていうのは、現場ではものすごいま

じめすぎるほどね、やってるのは認めてるんです。ただ、私は制度上のね、ひずみが

出てくるんで、どんなにね課長先頭にして頑張っててもね、弊害が出てくる。で、例

えばね、そうはいってもね、監査委員会の監査委員の報告の中でね、何ぼであったか

な、ちょっと待ってね・・・６３ページの保険給付の状況とかってあるんだけどもね、

ここ結構ね、まあちらっとですよ、私も現場、そういう直接そこに携わってないから

質問がずれるかもしれないけども、三角印が結構多いよね。で、その特徴を見ますと

ね、まあ通所介護とかね、それからでっかいのは、通所介護が一番多いのかな。短期

入所、これはね要支援が外された影響だと思うんだけどね。これらは２６パーセント



- 35 -

が減ってるとかね、それから小規模多機能型、あっ、前に質問した定期巡回、これ

なんか全くほとんどまあなくなっちゃうと。逆にね、まあ取り組まざるを得なくなっ

てるっていうのがねいろいろあるんだけれども、一番多いのが６９．６の高額医療の

介護サービスとかね、それから何だ、特定施設入居者生活介護、こういうのはふえて

るんですよね。で、まあいろいろやってると、だから何ていう、制度のおかげで、今

までこうお世話になったとこが外されてるきらいもあるんじゃないかなと。いわゆる

６割の人方が介護から外されていくっていう現象がね刻々と進められてくるわけだか

ら、どんなに一生懸命やってね、でも体制が悪いことによってどっかやっぱり切って

いかなきゃやりきれないんですよ。それだけ大変な現場だと思うんでね、だから介護

士になり手がいないとかっていう批判もあるわけだけどもね。だから、これ福祉事務

所もそうですよ。大変なんですね。そういう相談がもう、涙の出るような相談受け付

けてね、警察沙汰の相談やってるわけでしょう。だからね、そういう点ではこの制度

の仕組みによってそうなんだけども。

もう一つ聞きたいのは、こういう現象がねあると思うんだけれども、ちゃんとやっ

てるとは思うんだけどもね、この移行っていうか移り変わりっていうかね、その特徴

があったらね、とらえていただいてるのは何なのか。まあ課長が今までずっとやって

みてね、１年間でもいいです、この決算書さ出てくる資料の中でもいいんだけども、

順調に、まあやってるんだけども、やってるんだけども特徴的なね、やっぱりこうい

うのはまだ手が足らないとか何かあるんですよ。具体的に私言わないんだけれども、

そこら辺はどうとらえてるかをもう一回お聞かせ願えればなと思います。

それからね、介護に不納欠損がありますよね。これ理由が何で、なぜなのかと。し

かも３００万もっていうとね、普通徴収の方々でそんなに額あるっていうのはちょっ

とよくわからないんで、教えていただければなと。国保だと何千万単位で不納欠損出

てくるわけだけど、介護保険だと９０パーセント以上天引きされてるわけだから不納

欠損ってなぜ出てるのかなと思って、ちょっとね知らないから疑問持ったんで聞いて

おきたいと思います。

それから、国保の関係でちょっと。あっ、もう一つ介護で、もう一つだけ聞かせて

ください。

あのね、認定審査会っていうのがあるわけだけどもね、これがまあいろいろ厳格な
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厳しくなってきたっていうかね、まあどうやって正確な認定するかっていうのを含め

てね、要は６０項目だか１００項目だかあるんだけれども、その中でね、いわゆる介

護保険の事業料を減らさざるを得ないっていう現象もあるんで、何とかして介護、要

支援、介護の低い方々を何ていうか下げていくっていうかね、この狭間さあってるん

ですよね。だからそういう点で、まあこの認定に対する経費の問題ね。これ、まあよ

くわからないけど、３，５００万ほどの認定費用っていうのはかかってるんですよね。

で、これ相当な、いわゆる束になってこの認定審査やってるのかどうか。ちょっと額

から見るとね、ちょっと気になったんで、中身お知らせ願えればなと。手数料もね、

ちゃんとあるんですよね、１９万とかって。で、認定、人件費だと思うんだけどね。

それにしても３，５００万とかっていう認定費用って、そんなにかかるのかなと思っ

て、ちょっと私これも知らないんでお願いしたいと思います。

それからもう一つ、国保の問題ね。まあ２４．５パーセント、１，５１９人と。で、

まあ４分の１。まあこれお医者さんにかかった人も含めてトータルとってると思うん

だけどね、私が言いたいのは、まあ気楽に地方に出張してくる県単位の巡回健診ね。

これなのかどうかは別としても、仮にそれだとしても、この比率をうんと高めていか

ないと、ポイント事業とのねマッチングっていうかね、そこら辺はどうなのか。まあ

あの、ポイント事業、ポイント制の取り組みっていうのはいいと思うし、すばらしい

と思うんだけどね、ただ、それだけで本当の健康志向っていうのは私は進まないん

じゃないかなと。本当にやっぱり底辺から、昔よくやったんだけどもね、まあ過去の

例話しすればやばいんだけど、例えば岩手の水沢市だとか、どこだ、十文字のね健康

増進対策なんてあったんだけども、やっぱりこう自ら健康志向を高めていくっていう、

例えば何だ、健康推進員だとかね婦人会中心に、旧、旧若美町でもやったかね、そう

いうこう何ていうか、網の目っていうか、地域地域のねそういう健康増進対策のグ

ループみたいなもの組織していって、行かなきゃだめよ、行きましょうやっていうね、

そういう働きかけなどやってかないと、やっぱりこの医療費っていうのはね、人口が

減る割にはふえてくる。まあ老人、単純に老人人口がふえてるからっていうだけじゃ

ないんですね。結構老人の人方はね、ただお金がないからね、かからない方も結構我

慢してる方も多いんですよ。だから要は、トータル的にこの健康志向をね、うんと進

めていく。そういう点ではポイント制っていうのはいいんだけども、例えばチャレン
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ジデーだとかっていってもね、しょっちゅう負けるわけだけども、ああいうのも含め

てね一つ一つの健康にかかわる問題をね、もう少し強力にやっていかないと気にな

るんで。

で、この受診率を高める手立てね、前は「もしもし」っていって電話コールだっけ、

コール何とか、何か推進ってやって、あのとき１回爆発的に、例えば一つの町内だけ

れども爆発的にふえたんですよね。で、逆にそのときいっぱい入って、待ち時間が多

くて途中で帰った人がいっぱいて、次の年、だあっとダウンしたというきらいがある

わけだけれどもね、いわゆるそういうこうきめの細かい健康増進対策が含めてやって

かないとね、いわゆるオール男鹿的にやっていかないと成果があんまり上がらないの

かなという点で、受診率向上対策をどう考えてるか、もう一回再質問させていただき

たいと思います。

まあとりあえず以上です。

○委員長（佐藤誠君） 平塚介護サービス課長

○介護サービス課長（平塚敦子君） 私の方からは、保険給付の利用状況についてお答

えいたします。

監査の意見書の６３ページにありますとおり、２９年度と２８年度の給付費の比較

状況としてあらわされておりますけれども、２９年度、まあ特徴的なのが、やはり短

期入所サービス、ショートステイの利用がふえているというところです。これは、２

９年８月に定員３２名のショートステイが新規に一つ増設されていることが影響して

いるものであります。

それから、その他のサービスとして特定施設入居者生活介護というものも件数とし

てふえておりますが、これは北浦にサービスつき高齢者向け住宅が、定員２４名です

けれども、こちらも８月に新設されたことが影響しているものであります。

それから、委員ご指摘のとおり、通所介護、まあデイサービスにつきましては、件

数、金額ともにまあちょっと減っているところであります。まあ件数の減につきまし

ては、２８年度はまだ総合事業に移行をこう、徐々に移行している年度でありまして、

２９年度からは総合事業の方に完全移行しているという点もありまして、件数的には

大きく減っておりますけれども、金額につきましては、介護度別で見ますと、まあ２

８年度から２９年度にかけて、介護１の方がふえて介護２、３のその重度の方の利用
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がちょっと減っているということも影響しておりまして、金額的にもまあ大きく減っ

ているところであります。

また、市内の介護サービスの基盤につきましては、第７期の計画を策定する段階で

基盤の状況等確認しているところでありますけれども、確かに定期巡回などは市内に

提供している事業所はありませんし、地域密着型のサービスにつきましては、今後も

地域で自分らしい生活ができるよう、その体制の確保には引き続き努めてまいります

が、現状の基盤で医療と介護と連携してうまく調整を進めながら、既存の介護の基盤

についても利用の運用の方をしっかり取り組んでいきたいと思っております。

それから、介護認定審査会の経費につきましては、当初予算で３，５００万円ほど

予算措置しておりますが、最終的には決算額としては２，６００万円ほどとなってお

ります。支出の内容としましては、主に介護認定審査会にかかわる経費として介護認

定審査委員に対する委員報酬、それから審査会にかけるための資料の作成等に必要な

その資料のコピー代、郵送料等になります。また、認定調査の方も２，０００万円ほ

どかかっておりまして、内容としましては、介護認定の調査員の方を従来より１人ふ

やしておりまして、その報酬、また、その調査員及び職員で対応できない部分につい

ては、市内の居宅介護支援事業所の方に委託等も行っておりますので、それらに係る

経費となっております。

ただ、認定の有効期間等も国の制度改正に伴いまして、原則１年から審査会の判定

によっては２年というちょっと長い認定有効期間というものもされている影響もあり

まして、認定審査会の開催回数については、２８年度よりは減少したものとなってお

ります。

私からは以上です。

○委員長（佐藤誠君） 伊藤健康子育て課長

○健康子育て課長（伊藤徹君） 私からは、受診率向上対策ということでお答えいたし

ます。

これまでのこの受診率の向上ということにつきましては、いろいろと苦心してきて

やってきているわけでございますけれども、やってる活動といたしましては、広報お

がですとかホームページによる広報活動、これはもちろんのことでございますけれど

も、保健推進員、市内各地域に２３８人ほど現在おりますが、その方々による受診勧



- 39 -

奨と、それから保健師が各家庭を訪問して、昨年度は４４１件の受診勧奨を行ってお

ります。また、やはり平日日中お仕事の都合で受診できない方の便宜を図るために、

日曜健診というのも行っております。また、多くの方が医療機関を受診しているとい

うところで、医療機関と連携いたしまして、現在は男鹿潟上南秋地区の３０カ所の医

療機関と連携しまして、お医者さんの方から健診をやっていただくというようなこと

を現在は行っております。

そして、話題にも出ました健康ポイント事業でありますけれども、こちらは健診を

受診したり、あるいは健康増進に取り組んでいただいて応募していただければ豪華景

品が当たりますよという、そのインセンティブをもって、市民の方にちょっとでも自

分の健康と健康づくりに対して関心を持ってもらおうと、まあそういうことでやって

いる事業でございます。もちろんこの事業をたくさんアピールして何とか盛り上げて

いくことによって、少しでも自分の健康、あるいは健康づくり、そういったことに関

心を持ってくださる方がふえてくださればいいなということでやっておりますので、

今後ともこの事業を一生懸命ＰＲしていきたいと思っているところであります。

○委員長（佐藤誠君） 佐藤税務課債権管理室長

○税務課債権管理室長（佐藤淳君） 私の方からは、介護保険料の不納欠損のことで説

明いたしたいと思います。

まず、介護保険料の不納欠損ですけども、今年度３百数十万ということで、ここ１

０年ぐらい毎年大体３、４００万ぐらい不納欠損ということで、そんなに変わっては

いないです。昨年が２５０万ちょっとということで、若干上がった形になっておりま

す。調定の方も過去１０年間で１．５倍ぐらいふえております。収納率も１ポイント

上がっておりますけども、依然としてその不納欠損が３００万ほどあるということで

あります。原因としましては、介護保険制度の中身でですね、例えば本人に収入がな

い場合でも、世帯で収入所得がある方があれば段階によって保険料が上がるというそ

ういう制度でありますので、なかなか協力を得られない方に対してですね、まあ差し

押さえとかそういうことも不可能であるということと、あと、保険料に関しては時効

が２年であると、国民健康保険税であれば５年ですけども介護保険料では２年という

ことで、まあ少ない短期間の中で納付に導くことができなかったと、そういうことが

原因だと思います。
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○委員長（佐藤誠君） さらに質疑ありませんか。１６番

○１６番（安田健次郎君） もうちょっとだけ。

課長さん、一生懸命親切丁寧に答えていただいたんだけども、さっき言ったように

ね、結構いろんな取り組みはやってるのはわかるんです。ただ、何ていうかね、減っ

た数が、こう金額が多い感じしたもんだからね、ひがみっぽいのかな。例えば２，０

００万円単位の事業が減ってきてるとかさ、３，０００万円単位の事業が減ってきて

ると。で、少額のやつはまあまあっていうか、利用者が少ないっていうことあると思

う。そういうきらいがあるのかなと思ってね聞いたんだけど、まあそこまでは分析し

てないんでしょうけれども、いずれお金にとらわれずね介護保険の親切丁寧、今まで

の、今の取り組みをね、もっともっと取り組みを強めなきゃならないと思います。そ

れはね、いずれさっき一番冒頭、午前中に話ししたように、今介護保険料が、介護保

険の予算が逆転して３億円の違い出てくる。国保がね不納欠損出てるっていう話した

よね。で、この介護保険がね今天引きされてるのは部分としても、介護保険料のね課

長が室長が答えたように、無収入でもね介護保険って怖いんですよ。健康保険だと収

入がなけりゃあいいんだけども、介護保険だと無収入でも３，０００円取られるで

しょう、月。こんな制度って、ないもの取るって、納めるってことになってるわけだ

から、これは大変怖い、いわゆる官僚の最大の悪政だと思ってるんだけどもね、私は。

こういうシステムをつくったやつはやっぱりすごい頭持ってるんだと思ったんだけど

も、だからね、この介護保険のこの取り組み方をね、やっぱり低下させないようにや

るっていうことがひとつじゃないかなという点で私質問したんで、決して予算をね大

きかったからやめたっていうことではないと思うんだけども、引き続き強める施策を

求めたいと思います。

で、不納欠損の未収入の問題ね。これ２年の時効だっていうのはあるんだけども、

特定の方々っていうのはほとんど無収入の方が多いんじゃないかと思うんですよね。

だから差し押さえも不可能な方々が相当数いるんじゃないかなと。だとすると、恒常

的にね、この不納欠損というのは続くのかなと。例えば月平均、基本的な７千何ぼ納

める人じゃなくて、３，０００円か４，０００円の方々の滞納だと思うんですよ。そ

の特徴もし私が言うのが違ってたら教えてもらいたいんだけども、要は、私は相当な

低所得者だと思う。で、恐らく資産も少ない方々。普通徴収者。その階層の分類なり
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特徴をもっとお知らせ願いたいと思います。

もう一つは、その不納欠損をなくすための手立てをどう考えてるかっていうのが宿

題だと思います。その点もできたらお答え願いたいと思います。

で、もう一つ最後、あと時間がないんだけども、健康推進ね。これやっぱりもっと、

まあ簡単に言うと強めなきゃ、確かに日曜健診とかね、お医者さんね、いろんなお医

者さん３０カ所も、３０人ぐらいって言ったっけか、取り組み、推進員がいるような

話だったようだけれども、いずれこれやっぱりもっと強めていかないと、介護保険が

何ていうか並行して引き上がっていくっていう形もあるんでね、私やっぱりちょっと、

もっともっとこの決算審査の際に、しょっちゅうこの不納欠損とか未収の問題がねこ

れから出てくるのかなというきらいがあるんです。

で、もう一つ要望っていうかね、質問して要望っていうのも変なんだけども、まあ

むしろ来年の一般質問でも質問したいと思ってるんだけども、今、健康保険のね均等

割、いわゆる弱者対策、子育て支援対策っていうことでね、第３子、他の市町村では

ほとんど算定基準さ当ててないんですよね。男鹿市の場合、応能割合よりも応益、

あっ、応益割合よりも応能、応能、応能割合の方が高いんですよ。世帯主、世帯割を

少なくしてね均等割安くするっていうのが思いやりなんだけども、どうも男鹿市の場

合は、第３子がいようが第４子がいようが均等割の基準はそのままだと。これだと

やっぱりね、子育て支援とか弱者に対する相反する基準じゃないかなと思うんで、こ

れ税務課の仕事かな、どっちなのかわからないけど、いずれ健康保険にまつわるこの

均等割のね基準っていうのは引き下げる検討もしないと、決算上またまた大変にな

るんじゃないかと思いますけど、その点についての考え方も併せて聞いておきたいと

思います。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 原田税務課長

○税務課長（原田徹君） すいません。委員の方のご質問で、国民健康保険税の均等割

の引き下げというふうな形で、高いのではないかというお話がありましたが、一応近

隣市町村も含めまして、均等割については、まあ国保の世帯の人数に関して、まあ何

人いるかにより何人という形の設定をさせていただいてるかと思います。

あと、応能・応益の割合についても、法律の方で５０・５０になるようにというこ
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とで決めておりますので、まあその辺を含めまして、算定に当たりましてはその基準

を守れるような形で設定しておりますので、ご理解いただきたいと思いますのでよろ

しくお願いします。

○１６番（安田健次郎君） 国はそういう指導してる。だから矛盾おきる。何もフィフ

ティー・フィフティーにならなくてもいいんだ。

○委員長（佐藤誠君） 佐藤税務課債権管理室長

○税務課債権管理室長（佐藤淳君） 先ほどの不納欠損の件ですけども、無収入で今回

不納欠損になった方、あるいは差し押さえができない方の件数とか金額というのは、

ちょっと今手元に資料がございませんので、後日お伝えしたいと思います。

○１６番（安田健次郎君） 以上で終わります。ありがとうございました。

○委員長（佐藤誠君） １６番安田健次郎君の質疑を終結いたします。

次に、１７番古仲清尚君の発言を許します。１７番

○１７番（古仲清尚君） 質問に入ります前に、委員長にお伺いをさせていただきたい

と存じます。

通告をさせていただいてる内容の中で、公金着服に絡む内容を１点、記させていた

だいております。問題の性質上、特別会計及び一般会計にも及ぶ部分があろうかと思

いますが、まあ私自身注意を払いながら質問させていただきますけれども、一般会計

の部分に及ぶところがあれば何とぞご配慮、ご理解をいただきたいと思いますが、質

問させていただいてもよろしいでしょうか。

○委員長（佐藤誠君） はい、発言を許可します。

○１７番（古仲清尚君） ありがとうございます。

それでは、質問に入らせていただきたいと思います。

まず特別会計決算ということで、まず広い意味で福祉政策の今後についてというこ

とで、まあ２９年度の主要施策についてお伺いをさせていただきたいと存じます。

このいわゆる人口減少社会というものが進んできている中で、秋田県、そしてこの

本市におきましては、その中でも群を抜いてそうした介護保険料等々、国保の絡みも

ありますけれども、そういった社会保障費というものが増加を加速している中にあり

ます。で、まあ団塊の世代がいわゆるその７５歳以上となる、後期高齢者となる２０

２５年、そして今、国策で今議論されておりますけども、人生１００年時代を迎えて
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ということで、今後まあ国全体としてそういった議論が展開されていく中で、特にこ

の高齢化県、高齢市と呼ばれるこの本市の中での医療・福祉政策というものを、まあ

どのように今後考えて行く必要があるのかというところでご質問させていただきたい

と思いますけれども、当然ながら国の法律、県条例をかんがみて、この本市の中で独

自の福祉政策というものは、まあ財政上、あるいはさまざまな制約の中ではなかなか

前に進むということは厳しい状況であることは、まあ私も認識をしている中でありま

す。そうした中、まあ先ほど安田委員からもご指摘ありましたように、その健診率の

増加ですとか、健康増進運動による社会保障費の抑制であったりですとか、またある

いは、徹底した機能分化によるまあ医療機関へのかかわり合い、そうしたものを市と

してはこれまでさまざまな政策を用いながら進めてこられたと思いますけれども、昨

年１年間のこの決算から見る数字の中で、どういったその成果として分析をされてい

て、まあこれからどういうふうに向かっていかれるものなのかどうか。この数字から

見るこの市の考え方、分析の仕方というものをご所見をお伺いできればなと思います。

その中で、いわゆるコミュニティの中での支え合いが必要だと。共助、いわゆる共

助・共生社会の実現に向けては、まあ地域でできることは地域で手を携えながらやっ

ていく必要があるんだという市の当局の答弁が従前ございますけれども、なかなか高

齢化が進んで、今までできていたものがなかなか手が行き届かなくてできなくなって

いるというものも、やはりその地域地域によっては生じてきているところであります。

病院に通うにも買い物をするにも、何をするにも今までどおりにはいかないと。そう

いった中で、本当に高齢化と人口減少というものが、この本当にこの本市の、全国的

な問題はもちろんですけども、特にこの男鹿市の中ではそういったものが表出してい

てきて、それが大きくなってきてることが本当に実感、肌で感じるような昨今になっ

てきてると思います。

そうした中で、まあ本会議の中でも質問させていただいた内容でありますけれども、

このひとつ住所地特例として、男鹿市外にこうした福祉サービスにかかわる方々が流

出をしているという大きな問題があります。で、これはこれまで当局からご答弁いた

だいた内容ですと、まあ約年間２億円のお金が市外に流出をしているという現実があ

ります。で、これはもちろんさまざまな要因があって、一つだけの理由ではないと、

さまざまな問題が複合して潜在をしていることだと思いますけれども、そういった分
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析というものを市当局としてはどういうふうに認識をされていて、それの改善するた

めの方策というものはされているものなのかどうか。この決算の数字から読み取れる

部分、どういうふうに分析をされているのか。そしてまた、今後どういうふうに展開

をされていくお考えなのかをお伺いをさせていただきたいと思います。

先ほど機能分化という考え方を、部分で質問させていただきましたけれども、例え

ば国保会計の中でも、まあいわゆる多職種連携の中でまあ医療・介護の連携の充実と

いうものがうたわれているんですけれども、２０２５年というものより、私はその、

国では２０２５年と言ってますけども、秋田県、特にこの男鹿市においては、それよ

りも前にこうした形というものをつくっていかなければ対応ができないんではないか

ということは、常々危惧をしているところなんですけれども、こういった部分の取り

組みですとかは、市としてはどういったお考えなのか。もちろんそのご答弁いただい

てる中では、「連携充実を図り」と、「利用者の幸福追求に向けて努める」というご

答弁はるるいただいているわけでありますけれども、そうした中、そうはいっても社

会保障費がこうしてどんどん増加をしていく中、それらの政策というものが具体的に

膨らみをもって前に進んでいってるものなのかどうかというものは、市当局としては

どのようにお考えになられているのか、その部分を、まあ大綱的な部分で構いません

けれども、お伺いをさせていただければなと思っております。

またコミュニティの話なんですけれども、いわゆる診療所会計のところを見ますと、

やはり後期高齢者の方がかなりのパーセンテージを占めると。で、以前、渡部市長の

ときに、私、この決算のときにお伺いをさせていただいたところありましたけども、

このコミュニティの中での診療機関は縮小させていくような動き、方向性としては、

まあいわゆるみなと病院を核としてということであったと記憶をしているんです。で、

いわゆるその地域医療連携という中では、この診療所というものは、なくては、あの、

大きく見た場合はなくてはならない存在で、利用者数が少なくてもそこは何とか公立

のものとして、国保の診療所としてはさまざまな方策を用いながら展開していく必要

があるのかなと思っております。現にこの数字としては、後期高齢者の方がこれだけ

利用率が、まあパーセンテージの中ではありますけども、人数的な部分は別としても、

こうしたパーセンテージがあるっていうことの認識はどういうふうなお考えなのかな

と思っておりまして、また、このみなと病院が近くにある地域性として、近くにあっ
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て通いやすい方、あるいは若美地区北部の方ですとか、旧男鹿市の北部の方ですとか

は、なかなかそのみなと病院でさえ、こうした医療サービス、あるいは福祉サービス

等々の受益という部分に関しては、男鹿市全体として見たときに公共性・公平性とい

うものに格差が生じていると。だからそういった格差是正のためには、どういう方向

性を持ってやっていかれるのかというところも併せてお伺いをさせていただきたいと

思います。

次に、公金着服事件に絡んでのことなんですけれども、全体像としては、まあこれ

まで過去３年間、この決算においては不認定という結果がまず従前ございまして、で、

今そこから４年目になろうかというところなんですけれども、トータルの枠としては

約５，２００万円というこの一般会計、そして特別会計のものがあって、で、国保会

計の県一元化に伴いまして、この特別会計の部分はフラットにした形で一般財源から

お金をならしたと、一般財源からの補てんをして、特別会計は一見フラットになった

という形になっているんですけれども、まあいわゆる総額の５，２００万円というも

のは、まあ一般会計のその予算書の３７ページにも記載されているとおり、大枠は５，

２００万円という数字が記載をされている状態で、また、かつ約１，２００万円とい

う、市が認めた、ああ、黒沢氏が認めた１，２００万円というものは、今後さまざま

なやりとりの中で市としてもかかわり合ってくるものだと思って認識をしているとこ

ろであるんですけれども、改めてお伺いしたいのは、これまで３年間不認定という結

果があって、昨年２９年度１年間で市当局がこの公金着服事件にかかわる、もともと

は特別会計にかかわっていた部分も含めながら、約５，２００万円というこの公金着

服事件の今後の展望といいますか、方向性も含めながら、この平成２９年度は具体的

にこれまで３年間と何が違って、今後どういう方向性をもっていくかという考え方を

お伺いをさせていただきたいと思います。

そしてまた、その中で、このどちらの予算書にも書かれていない３，４００万円と

いうこの収入未済額という部分の取り扱い方に関しても、まあトータル的な意味でお

伺いをさせていただきたいと思います。

１回目は以上です。

○委員長（佐藤誠君） 平塚介護サービス課長

○介護サービス課長（平塚敦子君） 古仲議員のご質問にお答えいたします。
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私の方からは、介護保険特別会計から見る給付費の関係からの分析に関してです。

先ほど安田委員のご質問の中でも、給付費の前年度との比較についてはお答えして

いるところでありますけれども、給付のその個々の実績から見ますと、先ほどもお話

ししましたけれども、デイサービスにつきましては件数、給付費ともに減っていると

いうところで、給付費につきましては、その軽度者、まあ介護１の方がふえて介護２、

３の方が減っているというところで、同じサービスを利用するにしても、より軽度な

状態で重度化にならないように横的にサービスを利用できるようにというところも心

がけているところでありますので、まあ単純な前年度比較ですので、まあこの結果が

すべてではありませんけれども、今後も継続してこういう軽度の状態から早くサービ

スを利用するというところが、結果的には給付費の抑制につながるものと考えており

ますので、適切なサービスの利用という、結びつきというところに力を入れていきた

いと考えております。

先ほどちょっと安田委員のご質問の際にはちょっと含めてお答えしていなかった部

分でありますが、総合事業の方に軽度者に対するサービス移行しておりますので、従

来の保険給付でやっていたサービスですので、従来の保険給付の枠組みにこう当ては

めて比較してみますと、その総合事業も含めた、実際そのサービスの提供を受けてい

る方としては人数的にもふえておりますし、保険給付費とその総合事業に係るサービ

ス費の合計、トータルでいきますと金額としてはふえているところであります。

で、その総合事業に移行したその軽度の方の利用というのもやはりふえております

し、総合事業の特徴としては、認定を受けず、チェックリストで該当になる方もサー

ビスを利用できるというところですので、そういうまだ認定を受ける前の極めて軽度

な段階で従来の保険給付と同様のサービスの提供を受けることによって、その重度化

を防止していく取り組みの今こう出だしの状況であるのではないかなというふうに考

えております。

介護認定審査会の新規申請の結果から見ましても、要支援１と要介護１の結果が多

くなっております。市としては、今後、まあその新規申請の方について、更新を受け

る段階で介護度の変化等も注視していきながら、その要支援の方が重度化しないよう

な取り組み、要介護１の方がさらに重度化しないような取り組みというものを引き続

きこちらの方で取り組んでまいりたいと思っております。
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それから、住所地特例の部分につきまして、年間２億円というところで介護保険の

方の金額になっております。直近でも、ことし４月の給付実績でいきますと、住所地

特例の方の給付費は１，８５０万円ほど給付ありまして、住所地特例の方は９８人と

なっております。このうちサービスを受けていらっしゃる方は７１人となっておりま

す。住所地特例の転出先ですけれども、秋田市が２４名、潟上市が３７名、大潟村が

２２名、五城目町が１１名、その他は４名は県外というふうになっておりまして、そ

の大半がこの男鹿市近隣の市町村となっております。

決算の数字からは直接見えてこないところではありますが、実際、例えば施設に入

る前にショートで過ごしてる方の利用状況などを見ても、実際市内にその介護される

方がいらっしゃるご家庭であれば、やはり市内の施設、自分の住んでるところの近く

が空いたら入りたいという希望が結構見てとれますし、また、介護される方がやはり

市外にいらっしゃると、どうしても選択肢としてはその介護者の方の近くというとこ

ろで、これは私がこう業務に当たっての実感なんですけれども、市内の施設に入れな

いから他市へ流れるというよりは、今この社会情勢上といいますか、子世代が市外に

住所を構えてるというところも多分に影響しているのではないかなというふうに分析

しております。ですので、一概に市内に施設をふやせばそれが取りこめるかといえば、

一概にはそうは言えないのではないかなというふうに考えております。ただ、委員ご

指摘のように、実際２億円というお金が他市に流れている状況は事実でありますので、

なるべく住みなれた男鹿で自分らしい生活を送れるようなその利用の仕方というもの

を、今後一生懸命取り組んでまいりたいと考えております。

私からは以上です。

○委員長（佐藤誠君） 伊藤生活環境課長

○生活環境課長（伊藤文興君） 診療所についてお答えいたします。

診療所の利用する患者数は、平成２９年度６０６人ということで、前年度と比較し

て１３３人の減ということで年々減少傾向が続いておりますが、利用者は確実におり

ます。ただ、この利用者につきましても、非常に固定化されておりまして、新規の利

用者はほとんどいないということと、この利用者におきましても、みなと市民病院と

重複して利用されているという方がほとんどでございます。その中で診療所につきま

しては、やはりどうしても地域と密着した医療施設ということで、まあ現状では市と
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いたしましてもすぐに廃止ということは考えておらず、当面様子を見ながらこう続け

ていきたいという考えで、みなと市民病院でも出張診療体制については継続していけ

るというような認識でおるということですので、当面まず地域の医療を確保するため

に診療所については存続をしていきたいと考えておりますので、よろしくお願いしま

す。

○委員長（佐藤誠君） 山田総務課長

○総務課長（山田政信君） 私からは、公金着服事件にかかわる、平成２９年度におけ

る今までの３年間との違い並びに今後の展望につきましてお答えいたしたいと思いま

す。

まず、平成２９年度の大きな違いといたしましては、市の方で関係するＯＢの方々

に呼びかけまして、寄附を呼びかけております。その結果、２９年度決算におきまし

ては、当時のＯＢも当時監督すべき立場であったＯＢとして、市民の皆さんや現役職

員にも多大なご迷惑をかけたということで、道義的な責任を感じて寄附していただい

ております。これは３４ページの寄附金、一般寄附金の中に２３１万８，０００円、

これが寄附していただいた金額で、その中に決算書の中に含まれております。

また、元職員のご両親との折衝の結果、平成２９年度におきましては、本人名義で

２０万円の弁償金が納入されております。これは３７ページの雑入、弁償金に２９年

度２０万円の歳入ということで記載されておりますが、この弁償金につきましては、

３０年度におきましても少額ではございますが継続的に３回にわたって、これまで３

０年度におきましても２０万円が納入となっております。

これらが今まで３年間との大きな違いであるととらえております。

また、総額における未収金の対応についてでございますが、これまで３回にわたっ

て賠償を命じておりますが、その金額が５，２４７万５，４２６円となっております。

この中で、２回分につきましては債権は認められております。この債権を認められて

いるものにつきましては、現在本人が収監中であるため、分割納付を含め、出所後に

本格的な弁済を促してまいりたいと存じます。先ほども申しましたご両親との折衝も、

引き続き続けてまいりたいと思っております。

ただ、債務を認めていないもの、これにつきましては、訴訟手続により債務名義を

取得する必要がございます。ですが、この訴訟手続につきましては、本人に資産もな
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く、支払能力は皆無に等しい状態で、たとえ裁判で認められたとしても全額回収する

ことは極めて困難であると考えております。また、この訴訟によって立証するには、

一件一件市の方で立証していかなければならないわけですが、証拠がない状況証拠だ

けのものでありまして、ものもありまして、全面的に認められる可能性はかなり低い

ということになります。市といたしましては、膨大な時間と事務量、また多額の費用

をかけての訴訟提起には、得るものがないと考えております。

この債務名義を取得しない場合は、地方自治法に基づき、時効を迎え債権が消滅す

るか、時効前に議会の議決により権利の放棄によって不納欠損処理することとなりま

す。この対応につきましては、今後、本人の出所後、再度折衝するとともに、状況等

により適切な時期に議会とも協議し判断してまいりたいと考えております。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 平塚介護サービス課長

○介護サービス課長（平塚敦子君） すいません。ちょっと答弁漏れがありまして、私

の方から多職種連携に関するご質問にお答えいたします。

ご質問の方、国保のお話からのご質問でしたけれども、市の体制としましては、介

護サービス課の方で地域包括ケアシステムの構築というところから取りまとめとして

取り組んでいるところです。市では、地域包括ケアシステム推進会議という会議を設

置しておりまして、下間院長を委員長としている会なんですけれども、その中では、

市内の各地区の開業医の方、歯科医師の方、薬剤師の方、あとそれからケアマネ

ジャー、介護施設の関係者と、あと行政の私ども市民福祉部の関係課長、市民福祉部

長、それからみなと市民病院の事務局長及び相談員等、多職種にわたる委員により構

成されております。

委員ご指摘のとおり、２０２５年というところが国でも一つの目指すところとして

おりますが、市の人口の分布ですとか高齢化率等々考えますと、やはりそれよりも早

く取り組んでいかなければいけない部分だと認識しております。取り組みは２７年度

から３年を経過し、今年度からはさらにその取り組みを推進・進化させていくという

段階に入ってきております。他職種の研修会等も開催したことにより、市内で実質的

に集まりというものも徐々に展開されているところでありまして、関係づくりについ

てはかなり土台がつくられてきていると認識しております。
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今後は、どうやって進化させていくかというところ、事業計画でもうたっていると

ころでありまして、関係課、関係機関と協力しながら取り組んでまいりたいと考えて

おります。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 再質疑ありませんか。１７番

○１７番（古仲清尚君） ありがとうございます。

住所地特例の部分について、やはり支え手さんの問題等も大きな要因の一つである

という内容でありました。私も全くそのとおりだと思っております。医療資源の数、

大きく見た中での福祉・介護資源の数、そういったいわゆるハード的なものだけでは

なくて、さまざまな経済活動的な側面も多分に含んだ、支え手さんの問題、家族の問

題が大きくかかわってくる問題であろうかと私も認識をしている中であります。そう

した中で、そうは言いましても本市の例えば持っているさまざまな資源の優位性とい

うものをこれからまあ磨き上げながら、そうした一人でも多くその市内のそういった

サービス利用者の方に対して手を差し伸べていただきたいと期待をするものでありま

す。そうした方向づけをもちながら、ではどういった施策が考えられるものなのかど

うか。市の方で具体的なその方策、例えば福祉計画等、これから新しい、第７期だと

かと思いますけども、そうした部分、どういった部分で反映をされていかれるのか、

お聞かせをいただきたいと思います。

次に、公金着服に絡んででありますけれども、先ほど黒沢氏の出所後の取り扱いに

ついてご答弁いただきました。で、まあその、いわゆる得るものがないという当局答

弁というのも改めて今伺った中で、得るものがないというのは、市民の方にどういう

説明をすればいいのかというのが今ちょっと私の頭の中で今ちょっと考えていたとこ

ろでありますけども、少なからず特別会計に関しては、一般会計からの補てんによっ

て数字をきれいに、帳簿上はきれいした形になっているはずなんですけれども、とも

すれば黒沢氏が出所後に、再度こうした帳簿類を確認をした場合、この特別会計の数

字すらも変わってくる可能性があるという認識でよろしいのでしょうか。トータルの

枠の５，２００万円はまあ確定をされているものだと再三答弁されておりますので、

そこの部分には揺らぎのないものなんだとは思いますけれども、この一般会計・特別

会計の中の枠組みは、変わる可能性が生じるという認識なんでしょうか。先ほど黒沢
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氏が出所後にそういった帳簿類を再度点検を促すという答弁がありましたけれども、

そうなると枠組みは変わるものなんでしょうか。それが１点です。

そうすると、もう１点は、昨年、これまで３年間の不認定というものから、市の中

で、当局の方でこれらの問題を終息させるために改善した部分というのは、いわゆる

その関係ＯＢに対して呼びかけをし、少しでも多くの金額を集めたですとか、今後の

処理の仕方で知恵を絞ったというご認識でよろしいのかどうか。あの決算の記載、決

算書に対する記載のあり方も含めて、このトータル５，２００万円の取り扱いについ

て、すいません、もう一度、市の考え方をお伺い。昨年３年間と変わった、何がもう

一度変わったのか、大きなところで柱を教えていただければありがたいと存じます。

○委員長（佐藤誠君） 平塚介護サービス課長

○介護サービス課長（平塚敦子君） 私からは、市内の介護サービス基盤についてお答

えいたします。

住所地特例にかかわる給付費として年間２億円ほど市外に流れているというところ

から、委員おっしゃるとおり、市内の施設の資源の優位性というのはやはりこう確立

していかなければいけないと考えております。介護保険事業計画では、基盤の整備に

つきましては、今期３年間については新たな基盤整備というものは見込んでおりま

せん。現状をいかにこううまく使っていくかという段階に来ているかと思います。そ

の使うというところで、その今、住所地特例として流れてる部分については、施設そ

のものに魅力がなければ、あえてこうその介護者から遠いところにという選択肢、な

かなかこう出てこないかと思います。この点につきましては、計画に具体的に盛り

込んでいるものではありませんが、課の方では介護保険の運営協議会という会を持っ

ておりまして、そこで事業計画の進捗状況を報告し、必要に応じてご意見などもいた

だきというような進め方を、この第７期からそういう形で進めることとしております

ので、そこの会議の場などでそういった方向性などご意見を伺いながら、必要に応じ

て検討してまいりたいと考えております。

以上です。

○委員長（佐藤誠君） 山田総務課長

○総務課長（山田政信君） それでは、私の方から公金着服事件にかかわることについ

てお答えいたします。
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まず第１点の、本人と出所後の折衝の結果、特別会計・一般会計の枠組みが変わる

のかというふうなことでございますが、昨年度の決算において処理いたしました特別

会計の現金不足額、これは現金不足額、決算上の数字でありまして、実際の賠償金額

とは異なるものであります。実際の５，２００万円というのは、税として処理いたし

まして、税は既にもらったものとして収入されたものとして処理されております。し

たがいまして、今後あの折衝によって新たなものが出れば別ですけども、今請求して

いるものにつきましては、税の台帳上はもらったものとしてすべて処理されておりま

すので、それが変わるということはございません。

その中で現金不足額といいますのは、一般会計でいいますと市民税、固定資産税、

軽自動車税の市税分でございまして、台帳が処理されたにもかかわらず現金がないと

いうことで現金不足額が生じているものでございます。国保会計におきましても、市

民から着服によってもらったものということで税処理されておりますので、それに

よって現金不足額が生じておりましたが、国保会計、介護特別会計等につきましては、

その現金不足額があることによりまして税とか料に、国保税とか介護保険料等に直結

するということで、市の一般会計で補てんしてそれらを解消したものでございます。

したがいまして、今後また折衝によりまして、折衝というのは今現在債権を認めて

いないものについて再度折衝するということでございますので、今の市の方針といた

しましては、認めているものにつきましては今後も折衝して弁償を促してまいります

し、本格的な弁償につきましては、出所後に本格的な弁償を促してまいりたいという

ことでございます。認めていないものにつきましては、適切な時期等を判断いたしま

して、出所後に再度交渉した後に対応についてまたご協議いたしたいということでご

ざいますので、よろしくお願いいたします。

○委員長（佐藤誠君） 菅原会計管理者

○会計管理者（菅原信一君） 私の方から、決算書の記載の仕方についてご説明いたし

ます。

総務課長と重複する部分ありますけれども、平成２６年度決算から現金不足額が生

じておりまして、平成２６年度決算においては、一般会計、それから各特別会計で現

金不足ということで決算書を調整させていただいております。で、２７年度も同様に

一般会計と各特別会計、現金不足が生じておりますので、欄外に現金不足額を記載し
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て決算書を調整しております。２８年度決算、昨年度においては、２８年度決算にお

いても同様ですけれども、２８年度の一般会計から各特別会計に一般会計から補てん

しておりますので、今年度、すみません、２９年度決算書においては一般会計だけが

現金不足額が生じておりまして、各特別会計は現金不足額は生じてございません。で、

本年度の決算が来年度ありますけれども、繰り越し、平成２８年、２９年度からの今

年度への繰り越しが、実質収支額２億８，０００万円から現金不足額１，１８９万７，

６８５円を差し引いた額を、今年度、平成３０年度に繰り越ししておりますので、３

０年度決算から現金不足額が生じないということで、まあ決算書には現金不足額の文

言が生じてこない、記載がないということになろうかと思います。

以上でございます。

○委員長（佐藤誠君） １７番古仲清尚君の質疑を終結いたします。

以上で、通告による質疑は終了いたしました。

ほかに質疑ありませんか。１５番

○１５番（三浦利通君） 私からも何点か、監査委員にお尋ねをいたしたいと思います。

先ほどあった公金横領問題、まず、まあ現状においては全面解決にはほど遠いわけ

ですけれども、ただし、過去の決算の判断とか今回の決算の処理、その部分では、あ

る意味では大きな節目の時期なのかなと思っております。で、２７年の６月ですか発

覚したわけですけれども、当局では、まあ問題の実態調査と合わせて、なぜこういう

大きな問題が起こったのか、税業務の検証っていうか、改善点がいくつか一定の時間

をかけて議会にも示されたし、議会においても議会の立場で検証し、当局に提言した

経緯がありますけれども、まあそれらを受けて監査委員の立場からして、税の業務、

納税等、どのように変わったのか。ある意味では過去の問題点っていうか、そういう

ものを監査委員としてどう検証なされて今現在に至っているのか、その辺をちょっと

お聞かせいただきたいと思います。

それから、先ほど鈴木代表監査委員から審査の意見書、むすびの部分の最後のペー

ジ朗読説明がございましたけども、まず短い字数でありますけれども、しっかりとこ

う総括なさった内容なのかなと、まあ自分なりに評価をさせてもらっておりますけれ

ども、ただ最後の部分で、「健全な行財政運営の徹底に努めるとともに、これまでの

閉塞感から抜け出し、市政の発展を切り開くことができるよう、積極果敢に施策・事
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業を展開されるよう期待したい。」とありますけれども、今回の一般質問でもいろい

ろなやりとりがあった中で、どうしてもやっぱり現状の財政の状況にかんがみて、な

かなかやろうと思っても容易にやれない施策・事業等がございました。で、当局では、

まず、まあ財政状況等をにらみ合わせながらこの後検討したいというか、まあ研究し

たいってな、特にそういう言い回しの答弁が何点かあったわけですけど、やりたいけ

れども、まあこう言えばなんですけれども、ない袖は振れない的な今状況にあるのか

なと思っております。まあそういう中で、監査委員が示してる「積極果敢に施策・事

業を展開されるよう」、この部分、鈴木監査委員、具体的にどうせってことなのか、

ちょっとご指導いただきたいと思います。

それとあわせて、ずっと財政議論の中で、で、私ちょっと頭に残ってるのは、畠山

議員が６月に、かつて男鹿市が恐らく３０数年前、菅慶さんが市長の際に相当やっぱ

り財政が厳しい状況に陥って、いろんな面では事業が、今と同じように格差はあろう

かと思いますけれども、市民要望にこたえれないっていうような、ある意味では市民

にも負担をかけてしまった、そういうふうなお話があったわけです。で、私、なるほ

どなと。で、あれから３０数年経ってる中で、さらに今男鹿市というのはやっぱり歳

入が、今回もこのとおり示されてるんで、どうしてもやっぱり人口減、高齢化の中で、

やっぱり市民所得が伸びていかない。で、どうしても市税が、まあせめて現状維持な

らいいんだけど、そうもいかないっていうような。それから、合併特例とか、それか

ら交付金等がどんどんどんどん減らされて、男鹿市特有のほかにないような、まあ国

からもらうお金もどんどんどんどん小さくなってきてしまってるってそういう状況。

逆にまた、市民サービスというのはなかなか容易に減っていかないというような、そ

ういう状況がいろんな重なり合った中で財政の厳しい状況に陥っているっていうこと

ですけれども、で、ここのむすび、総括の中に書いてありますように、まあ今まで市

町村合併以降、第１次、第２次、第３次、第４次行政改革を進めてきましたけれども、

私からすれば、なからまじ行政改革やっても、この財政の状況からはもう転換できな

いんでねえがと。好転はなかなか厳しいんではないか。相当やっぱり菅原市長が鉢巻

き締めても、容易にそういうのは達成できない状況があるんでねえがな、残念ながら

ですな。そういう中で、監査委員の立場で、この後男鹿市特有の今言ったような状況

をどうよ、行政コストを下げていくのか、行政のあるべき財政上からどういうふうな
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展開をすべきなのかっていう、そこら辺の見解っていうのはどうお持ち、どう考えて

るのか。ちょっと、まあざっくばらんの見解で結構ですが、お聞かせいただきたいと

思います。

○委員長（佐藤誠君） 鈴木監査委員

○監査委員（鈴木誠君） それでは、３つほどありましたけども、私なりの考えについ

てお話しをさせていただきたいと思います。

１つ目の公金横領問題等を含めてのお話なんですけども、昨年でしたっけか、

ちょっとここに現物持ち合わせないんですけども、税の収納事務についての細かい細

部にわたるマニュアルっていうものが確か作成されていたかと思うんですよ。昨年度、

その前の年でしたかね、２８年度ですか。ああいったので、かなり細部にわたって規

定しておりまして、監査の際にもそういったことを徹底して守っての収納事務に当

たってるかっていった点についても確認しておりますところ、きちっとそれをやって

ると、二度とああいう問題が発生しないように我々もしっかりやってるんだというよ

うな意見を再三にわたりですね確認しておりますので、一応あれに従ってやって、当

面はですね、あれに従ってやってもらっていくことが第一ではないかというふうに考

えてます。

それから、昨年、あれですね、債務管理の条例ですね、先ごろできておりますので、

一人例えば税務課だけでなくてですね、債権管理室の方ですか、それからいろんな国

保関係、さまざま関係課がありますので、一体となってですね連携を密にして当面

やっていただくと。そういったことで不正は絶対起こさないと。あっ、不正でなくて、

不正は起こさない。なおかつ収納についても収納率を上げていくという取り組みをで

すね、当面は強化していただければというふうに考えています。

それから、２点目の意見書のむすびの部分でございます。

確かにですね財政状況を見ますと、なかなかやはりだれが見ても大変な状況だとい

うことは明らかになってると思います。当面やっぱり財政状況に合った、いわゆる身

の丈に合った、身の丈に合ったということは歳入の状況に応じたですね施策の展開が

当然一番の課題であるということで、具体的に何をするのかということになれば、や

はり節減対策の徹底がまず第一だということかと思います。入ってくるものがない中

ではですね、非常にややもするとですね、例えば新規事業ができなくなるといったよ



- 56 -

うな非常にこう行政全体がですね萎縮してしまうような状況に陥りがちになる、まず

なる可能性が非常にこう大きくなるというようなことですけども、やはり市政発展に

少しでも寄与できるような、伸びる分野とか、あるいは伸ばすべき分野、それから、

これだけは絶対守るべき分野というのが当然あろうかと思いますので、そういったも

のについては、できるだけやはり徹底してやりくりしていくと、そういった工夫も必

要かと思います。そういったことで期待を込めまして、重点的、あるいは集中的な施

策の展開も必要なのではないかと。まあそれを称して「積極果敢な」という表現にさ

せていただきました。

それから、３つ目の中途半端な対策ではなかなか貢献しないというような話で、男

鹿市特有の地域性っていいますか、そういったものを踏まえながらどう展開すべきか

という話でございますけども、まあご承知のように、むすびの中でもちょっと触れて

おきましたが、オガーレをはじめとする新たな分野ですか、これからの発展いかんに

よってはですね、市の市政の発展に寄与できる分野というような実際の取り組みも

進んできておりますので、まずは例えば産業振興に徹底して力を尽くすと。それは金

を突っ込むだけでなくてですね、人の力でですねできる部分も相当数出てくると思い

ます。そういったことからまず始めていくことではないかというふうに思います。

私も住んでるところは今秋田市なんですけども、やはりですね資源量っていいます

か、そういったものから見ればですね、産業資源なり観光資源というのは男鹿はすば

らしいものを持っていると思います。だれかがやるのでなくてですね、やはり市民一

人一人がですね男鹿市のために動こうというような気持ちをですねこう奮い立たせる

ような、そういった精神面のですね働きかけっていいますか、そういったものも当然

底辺にあって、なおかつやはり市が、先ほど言いました伸ばすような分野、伸びる分

野については、積極的にですねリーダーシップをとって動いていかないと、なかなか

市政というものは変わっていかないだろうというふうに考えてます。そういった意味

で、これからいろいろ新しい企画っていいますか、まあまちづくりの話なり、いろい

ろ新しい期待される分野もありますので、そういったことについてはですね、人も集

中的にこう投資、投下していく必要があるのかなと。資源の集中的な投下も必要では

ないかというふうに考えてます。

ちょっと雑駁な話になりますけども、私見として述べさせていただきました。
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○委員長（佐藤誠君） 再質疑ありませんか。１５番

○１５番（三浦利通君） ありがとうございました。まあ我々議員っていうのは、今

言ったようにこう財政の健全性、財政をしっかりやれと。で、片方では、あそこの道

路も整備する必要がある。教育環境もよくしなければいけない。ある意味では相矛盾

したことを、ややもすれば質問したり発言したりってな、これが背中に市民をバック

にしながら堂々としゃべるのが我々の立場で、そういった面で我々もいろんな面でこ

う反省もしなければいけない。財政については反省もしなければいけねえってな状況、

責任があるのかなと思っておりますけど、何とか有能な選ばれた監査委員ですので、

この後、ややもすれば監査委員っていうのはその時々のイエスマンで終わるっていう

ようなことが多分にあったわけで、そうでなくて、いろんな厳しいご指摘やら、高い

ご提言なんかを当局、我々にもやっていただければ非常にありがたいと思います。よ

ろしくお願いします。ご答弁いりません。終わります。

○委員長（佐藤誠君） １５番三浦利通君の質疑を終結いたします。

ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） 質疑なしと認めます。よって、特別会計に係る質疑を終結いた

します。

これより討論に入ります。討論は通告がありませんので終結いたします。

これより採決を行います。

まず、議案第６２号平成２９年度男鹿市一般会計歳入歳出決算の認定についてを採

決いたします。本件は起立によって採決します。本件を原案のとおり認定することに

賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）

○委員長（佐藤誠君） 起立多数であります。よって、議案第６２号は認定すべきもの

と決しました。

次に、議案第６３号平成２９年度男鹿市特別会計歳入歳出決算の認定についてを採

決いたします。本件は起立により採決いたします。本件を原案のとおり認定すること

に賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
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○委員長（佐藤誠君） 起立多数であります。よって、議案第６３号は認定すべきもの

と決しました。

お諮りいたします。委員長報告については、当席にご一任願いたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ご異議なしと認めます。よって、委員長報告は当席に一任され

ました。

次に、お諮りいたします。冒頭皆様にお諮りいたしましたように、本委員会の日程

についてであります。すべての日程を終了いたしましたので、本日をもって終了する

ことにご異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○委員長（佐藤誠君） ご異議なしと認めます。よって、これにて決算特別委員会を散

会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時２８分 閉 会


